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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

２ 第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、当期純損失を計上しているため

記載しておりません。 

３ 第９期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高 （百万円） 16,202 26,728 43,273 60,115 76,007 

経常利益(△損失) （百万円） △66 1,753 2,700 3,722 5,143 

当期純利益(△純損失) （百万円） △2,419 4,013 2,487 4,300 2,016 

純資産額 （百万円） 13,749 18,770 19,781 38,608 31,170 

総資産額 （百万円） 17,636 26,772 31,830 59,411 49,162 

１株当たり純資産額 （円） 172,070.09 115,736.66 60,312.43 48,492.18 38,645.57 

１株当たり当期純利益 

(△純損失) 
（円） △30,538.66 24,939.92 7,576.48 6,536.49 3,055.49 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― 24,389.58 7,465.30 6,485.62 3,050.70 

自己資本比率 （％） 77.9 70.1 62.1 53.8 51.9 

自己資本利益率 （％） △17.0 24.7 12.9 16.6 7.0 

株価収益率 （倍） ― 28.39 54.64 23.41 16.27 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 366 1,460 1,612 2,171 2,849 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 164 578 △2,689 1,073 △4,631 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 202 1,574 19 5,452 △102 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
（百万円） 8,817 12,435 11,186 20,028 17,848 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

473 

(135)

767 

(211)

1,184 

(299)

1,493 

(382)

1,566 

(445)



４ 平成14年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成15年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成16年11月

19日付で普通株式１株を２株へ、平成17年11月18日付で普通株式１株を２株へ分割しております。当該株式

分割が第６期の期首（平成14年10月１日）に行われたものと仮定した場合の１株当たり純資産額、１株当た

り当期純利益（△純損失）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は以下のとおりとなっております。 

(2）提出会社の経営指標等 

回次 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年９月  平成16年９月  平成17年９月 

１株当たり純資産額 （円） 21,508.76 28,934.16 30,156.21 

１株当たり当期純利益(△純損失) （円） △3,817.33 6,234.98 3,788.24 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 （円） ― 6,097.39 3,732.65 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高 （百万円） 8,441 12,776 21,903 31,007 41,786 

経常利益(△損失) （百万円） △1,072 △115 283 923 3,939 

当期純利益(△純損失) （百万円） △3,231 2,664 1,497 1,541 2,102 

資本金 （百万円） 6,551 6,551 6,591 6,722 6,746 

発行済株式総数 （株） 88,288 162,940 327,742 659,424 660,224 

純資産額 （百万円） 13,167 16,850 16,903 26,087 19,857 

総資産額 （百万円） 15,152 20,142 20,830 37,733 25,542 

１株当たり純資産額 （円） 164,785.14 103,897.95 51,576.47 39,560.67 30,077.19 

１株当たり配当額 

(１株当たり中間配当額) 

（円） 

（円） 

― 

(―)

1,400 

(0)

1,200 

(0)

900 

(0)

1,000 

(0)

１株当たり当期純利益 

(△純損失) 
（円） △40,557.94 16,555.78 4,590.53 2,342.68 3,186.08 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） ― 16,192.57 4,525.91 2,324.45 3,181.08 

自己資本比率 （％） 86.9 83.7 81.2 69.1 77.7 

自己資本利益率 （％） △22.8 17.8 8.9 7.2 9.2 

株価収益率 （倍） ― 42.76 90.19 65.31 15.60 

配当性向 （％） ― 8.5 26.1 38.4 31.4 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

264 

(56)

362 

(60)

568 

(95)

626 

(119)

721 

(140)



 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 株価収益率及び潜在株調整後１株当たり当期純利益については、第６期は当期純損失を計上しているため記

載しておりません。 

３ 従業員数は各期の正社員及び契約社員の合計であります。 

４ 第９期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

５ 平成14年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成15年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成16年11月

19日付で普通株式１株を２株へ、平成17年11月18日付で普通株式１株を２株へ分割しております。当該株式

分割が第６期の期首（平成14年10月１日）に行われたものと仮定した場合の１株当たり純資産額、１株当た

り配当額、１株当たり当期純利益（△純損失）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は以下のとおりと

なっております。 

回次 第６期 第７期 第８期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月  平成17年９月  

１株当たり純資産額 (円) 20,598.14 25,974.48 25,788.23 

１株当たり配当額 (円) ― 350 600 

１株当たり当期純利益(△純損失) (円) △5,069.74 4,138.94 2,295.26 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) ― 4,048.14 2,262.95 



２【沿革】 

年月 概要 

平成10年３月 設立。 

平成10年７月 クリック保証型バナー広告ネットワーク「サイバークリック」の営業を開始。 

平成11年７月 大阪支社を設置。 

平成11年11月 インターネット上での通信販売業を行う「株式会社ネットプライス（現 株式会社ネットプライ

スドットコム）」を設立。 

平成12年３月 東京証券取引所新興企業市場（マザーズ）に上場。 

平成12年５月 モバイル専門の広告、コンテンツ、ＥＣ事業を行う「株式会社シーエー・モバイル」を設立。 

平成13年９月 「株式会社ＥＣナビ」の株式を取得し、オンラインプロモーション事業を強化。 

平成14年５月 名古屋営業所を開設。 

平成15年９月 インターネット上での金融サービス事業の「株式会社シーエー・キャピタル（現 株式会社サイ

バーエージェントＦＸ」を設立。 

平成15年12月 「株式会社ジークレスト」の株式を取得、子会社化。オンラインゲーム事業に参入。 

平成16年７月 子会社の株式会社ネットプライス（現 株式会社ネットプライスドットコム）が東京証券取引所

新興企業市場（マザーズ）に上場。 

平成16年９月 ブログ（日記風簡易型サイト）メディア「Ameba（アメーバブログ）」サービスイン。 

平成16年10月 投資育成事業を開始。 

平成17年１月 福岡営業所を開設。 

平成17年７月 株式会社アイスタイルと共に女性向けインターネット広告の企画・販売代理事業を行う「株式会

社フラウディア・コミュニケーションズ」を設立。  

平成17年７月 アパレルに特化したインターネットオークション事業を行う「株式会社クラウンジュエル」を設

立。 

平成17年11月 ビジネスパーソン向けのポータルサイト運営事業を行う「cybozu.net株式会社」を設立。 

平成18年４月 ＣＧＭ（Consumer Generated Media＝消費者が作るメディア）に特化した広告代理事業及びクチ

コミマーケティング支援事業を行う「株式会社サイバー・バズ」 を設立。 

平成18年４月 株式会社博報堂及び株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズと共にインターネット広告代理事

業の「株式会社シーエー・エイチ」を設立。  

平成18年９月 ゲーム内広告代理事業の「株式会社アドプレイン」を設立。  

平成19年４月 ＳＥＯ（検索エンジン最適化）事業の「株式会社CAテクノロジー」を設立。  

平成19年７月 「株式会社シーエーサーチ」を株式会社サイバーエージェントに吸収合併。  

平成19年７月 MicroAdカンパニーを「株式会社マイクロアド」に分社化。  



３【事業の内容】 

(1）事業の概要 

 当社の企業集団は、株式会社サイバーエージェント（当社）、連結子会社40社（うち２組合）及び持分法適用関

連会社７社（うち１組合）で構成されております。当社グループの主要な事業は、インターネットメディアの企

画・制作・運営事業、インターネット広告（ＰＣ、モバイル）全般の企画・制作・運営・販売代理事業、オンライ

ンショッピングポータルの運営、投資育成事業等であります。主要な子会社及び関連会社の状況は下記のとおりで

あります。 

  ※ 株式会社ネットプライスは、平成19年２月１日付で株式会社ネットプライスドットコムへ社名変更しました。 

会社名 主な事業内容 当社との関係 

インターネットメディア事業   

株式会社サイバーエージェント インターネットメディアの企画・制作・運営・販売事業 － 

株式会社サイバーエージェントＦＸ 金融サービス事業 連結子会社 

株式会社サイバー・バズ  クチコミマーケティング支援事業   連結子会社 

株式会社シーエー・モバイル 
モバイル専門の広告、コンテンツ事業、ＥＣ事業、メデ

ィア事業 
連結子会社 

株式会社ＥＣナビ インターネットメディアの企画・制作・運営・販売事業 連結子会社 

株式会社ジークレスト オンラインゲームの企画・開発・運営・販売事業 連結子会社 

株式会社ネットプライスドットコム ※ インターネット上でのオンラインショッピング事業 連結子会社 

インターネット広告代理事業   

株式会社サイバーエージェント 
インターネット広告全般の企画・制作・運営・販売代理

事業 
－ 

株式会社サイバー・バズ  ＣＧＭに特化した広告の企画・販売代理事業  連結子会社 

投資育成事業 

株式会社サイバーエージェント 投資先の発掘・育成事業 － 

株式会社サイバーエージェント・ 

インベストメント  
ファンド設立及び運営、投資先の発掘・育成事業 連結子会社 



当社グループの事業の種類別セグメントにつきましては、以下のとおりであります。 

  

(Ⅰ) メディア事業 

 クライアントとユーザーのニーズに応じた、ブログ（日記風簡易型サイト）・情報比較サイト・オンラインポイ

ントプログラム・メールマガジン等のインターネットメディアの企画・運営・制作を行っております。これらのメ

ディアによって、広告事業及びオンラインショッピング、コンテンツの有料課金、仲介事業等のＥＣ事業を展開し

ております。 

 ① メディア事業（広告） 

 メディア事業（広告)は、当社保有のブログメディア「Ameba（アメーバブログ）」等に加え、株式会社ＥＣナビ

運営の価格比較サイト「ＥＣナビ」や、株式会社シーエー・モバイル運営のモバイル媒体等の子会社保有メディア

の拡販に取り組んでおります。 

 ② メディア事業（EC(物販)） 

メディア事業（EC（物販))は、株式会社ネットプライスのモバイル及びＰＣにおける「ギャザリング（共同購

入）」、株式会社シーエー・モバイルにおける「ONE☆FESTA」等のオンラインショッピング事業に取り組んでおり

ます。 

 ③ メディア事業（EC(仲介・課金)） 

 メディア事業（EC(仲介・課金)）は、株式会社シーエー・モバイルを中心としたモバイルサイトでの有料課金

や、株式会社ジークレストによるオンラインゲームでの有料課金、株式会社サイバーエージェントＦＸによる外国

為替保証金取引を中心に取り組んでおります。 

 ④ メディア事業（その他） 

  メディア事業（その他）は、リサーチ事業、コンテンツ事業、出版事業等を中心に取り組んでおります。 

  

 (Ⅱ)広告代理事業（自社・提携媒体、他社媒体、その他） 

 広告代理事業は、当社グループ及び提携先企業が運営するメディア（自社・提携媒体）だけでなく、大手ポータ

ルサイトや大手インターネットサービスプロバイダー等、他社が保有するメディアを活用した広告提案・企画・効

果検証を行っております。 

 また、バナー広告・ホームページ等の受注制作、イベント企画等も含めて、総合的なインターネットプロモーシ

ョンの戦略立案を行い、顧客に対して付加価値の高いサービスを提供しております。 

  

 (Ⅲ)投資育成事業 

 投資育成事業は、投資先の発掘や育成、営業投資有価証券の売却によるキャピタルゲインの獲得、ファンド設立・

運営等に取り組んでおります。 

  



 (2)企業集団の事業系統図 

 当社グループを図表に示すと以下のようになります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 特定子会社に該当しております。 

２ 株式会社シーエー・モバイルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。 

主要な損益情報   (1）売上高        14,450百万円 

(2）経常利益      1,148百万円 

(3）当期純利益       183百万円 

(4）純資産額       6,849百万円 

(5）総資産額       9,086百万円 

３ 有価証券報告書提出会社であります。 

４ 議決権の所有割合の[  ]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

５ 株式会社ネットプライスドットコムについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が10％を超えておりますが、有価証券報告書の提出会社であるため、主要な損益情報等の記

載を省略しております。 

  ６ 株式会社ネットプライスは、平成19年２月１日付で株式会社ネットプライスドットコムへ社名変更しまし

た。 

  

会社名 
（住所） 
設立年月 

資本金 主な事業内容 

議決権の所有 
（被所有）割合（％） 

関係内容 

所有割合 被所有割合 

［連結子会社］          
株式会社シーエー・モバイル 

(東京都渋谷区)（注１，２） 

平成12年５月 

1,889百万円 
モバイル専門の広告、コン

テンツ、EC事業、メディア

事業 

73.9 ― 
役員の兼任あり 

広告取引 

株式会社ＥＣナビ 

(東京都渋谷区) 

平成11年10月 

372百万円 

インターネットメディアの

企画・制作・運営・販売事

業 

71.1 ― 
役員の兼任あり 

広告取引 

株式会社ネットプライスドットコム 

(東京都渋谷区) 

（注１，３，４，５，６） 

平成11年11月 

2,330百万円 
インターネット上でのオン

ラインショッピング事業 

49.4 

 [20.2] 
― 

役員の兼任あり 

広告取引 

株式会社サイバーエージェントＦＸ 

(東京都渋谷区) 

平成15年９月 

490百万円 金融サービス事業 100.0 ― 
役員の兼任あり 

事業所の賃貸借 

株式会社ジークレスト 

(東京都渋谷区) 

平成15年11月 

237百万円 
オンラインゲームの企画・

開発・運営・販売事業 
59.8 ― 

役員の兼任あり 

広告取引 

株式会社サイバーエージェント・イン

ベストメント  

(東京都渋谷区)  

平成18年４月  

150百万円  
ファンド設立及び運営、投

資先の発掘・育成事業  
100.0 ― 

役員の兼任あり 

事業所の賃貸借  

株式会社サイバー・バズ 

(東京都渋谷区) 

平成18年４月 

15百万円  
ＣＧＭに特化した広告の企

画・販売代理事業  
100.0 ― 

役員の兼任あり 

 広告取引 

事業所の賃貸借  

他33社（うち２組合）           

[持分法適用関連会社]           

株式会社日本テレビフットボールクラ

ブ 

(東京都稲城市) 

 平成３年10月 

89百万円 プロサッカー球団の運営  48.1 ― 
 役員の兼任あり 

  

他６社（うち１組合）           



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。なお、広告代理事業に係る営業人員は、自社・提携媒体、他社媒体、そ

の他それぞれの販売活動を行っておりますので、売上高の比率により配賦しております。 

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、平均人員を基に算出しております。 

３ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

４ 従業員が前年末に比べて95名増加しておりますが、これは業容拡大にともなう採用増によるものでありま

す。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 割合(％) 

メディア事業 

広告 449(134) 28.7 

ＥＣ（物販）   268(126) 17.1 

ＥＣ（仲介・課金）  152(30) 9.7 

その他  99(45) 6.3 

広告代理事業 

自社・提携媒体  99(29) 6.3 

他社媒体  289(36) 18.5 

その他   119(24) 7.6 

投資育成事業    14(1) 0.9 

全社（共通）     77(20) 4.9 

合 計    1,566(445) 100.0 

  平成19年９月30日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

721 

 (140) 
28.2 2.27 5,601 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 インターネット関連業界は、ブロードバンド環境の普及や携帯電話の定額料金制導入等によって拡大基調が続い

ております。総務省の発表によりますと平成19年6月末現在のブロードバンドの利用者(FTTH

( fiber to the home）、DSL（digital subscriber line）、CATVインターネットの契約数合計）は、平成18年6月

末の約24百万加入に対し、約27百万加入と引き続き増加しております。また同時に、携帯電話端末によるインター

ネットサービスの契約数につきましても、平成18年6月末の約82百万人から、平成19年6月末現在では88百万人まで

増加しております。インターネットビジネス市場は、インターネットメディアの影響力の増大、EC市場の拡大、新

サービスの可能性と、今後もさらに広がっていくものと思われます。 

 このような環境のもと、当社グループは、インターネットメディア事業による自社グループメディアの拡充、仲

介・課金事業、広告代理事業による営業力強化及び投資育成事業の強化、新規事業の展開に引き続き努めてまいり

ました。 

 この結果、当社グループの当期連結会計年度の売上高は、広告代理事業におけるサイトリスティング（検索結

果）広告や主要ポータルサイト広告販売の堅調な伸び、モバイル関連事業及び金融関連事業やオンラインゲーム事

業等の仲介・課金事業の躍進等により、76,007百万円（前年同期間60,115百万円、26.4％増加）となりました。営

業利益に関しましては、売上増加の一方で株式会社ネットプライスにおける商品評価損の計上や当社保有のブログ

メディア拡充のための先行投資があったものの、広告代理事業や仲介・課金事業、投資育成事業の利益貢献により

5,501百万円（前年同期間4,342百万円、26.7％増加）となりました。また、当期純利益に関しましては、法人税及

び法人税等調整額を含めた税金費用の計上等により、2,016百万円（前年同期間4,300百万円、53.1％減少）となり

ました。 

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

① メディア事業（広告） 

 メディア事業（広告）は、当社保有のブログメディア「Ameba（アメーバブログ）」、ユーザーマッチ型広告

配信サービス「MicroAd」をはじめ、株式会社シーエー・モバイル運営のモバイル媒体等の子会社保有メディア

の拡充等に積極的に取り組んでまいりました。このような結果、メディア事業（広告）の売上高は7,273百万円

（前年同期間5,803百万円、25.3％増加）となっております。営業損益につきましては、「Ameba（アメーバブロ

グ）」でのサービス拡充のための先行投資等により、2,684百万円の損失計上（前年同期間1,316百万円の損失計

上）となっております。 

② メディア事業（EC（物販)) 

 メディア事業（EC（物販））は、株式会社ネットプライスのモバイル及びPCにおける「ギャザリング（共同購

入）」、株式会社シーエー・モバイルにおける「ONE☆FESTA」等のオンラインショッピング事業に取り組んでお

ります。引き続き仕入ルートの拡充等を行ってきた結果、メディア事業（EC（物販））の売上高は18,957百万円

（前年同期間 16,548 百万円、14.6％増加）、営業損益は株式会社ネットプライスでの商品評価損の計上等によ

り73百万円の損失計上（前年同期間561百万円の利益計上）となっております。 

③ メディア事業（EC（仲介・課金)) 

 メディア事業（EC（仲介・課金））は、株式会社シーエー・モバイルを中心としたモバイルサイトでの有料課

金や、株式会社ジークレストによるオンラインゲームでの有料課金、株式会社サイバーエージェントＦＸによる

外国為替保証金取引を中心に取り組んでおります。市場の拡大とともに会員数が順調に増加した結果、メディア

事業（EC（仲介・課金））の売上高は5,665百万円（前年同期間4,579百万円、23.7％増加）、営業損益は988百

万円の利益計上（前年同期間 1,152百万円の利益計上、14.2％減少）となっております。 

④ メディア事業（その他） 

 メディア事業（その他）には、リサーチ事業、コンテンツ提供、出版事業等を含んでおります。メディア事業

（その他）の売上高は2,617百万円（前年同期間1,990百万円、31.5％増加）となっております。営業損益は82百

万円の利益計上（前年同期間 66百万円の利益計上、24.4％増加）となっております。 



⑤ 広告代理事業（自社・提携媒体） 

 広告代理事業（自社・提携媒体）は、自社グループメディアの販売に加え、提携媒体の拡充に努めてまいりま

した。このような結果、広告代理事業（自社・提携媒体）の売上高は5,751百万円（前年同期間6,182百万円、

7.0％減少）、営業損益は585百万円の利益計上（前年同期間 753百万円、22.2％減少）となっております。 

⑥ 広告代理事業（他社媒体） 

 広告代理事業（他社媒体）は、顧客ニーズの高まりもあり、サイトリスティング（検索結果）広告の取扱がよ

り一層拡大したことに加え、主要ポータルサイトをはじめとする従来取扱媒体の販売状況も引続き堅調なものと

なりました。このような結果、広告代理事業（他社媒体）の売上高は26,187百万円（前年同期間20,225百万円、

29.5％増加）、営業損益は433百万円の損失計上（前年同期間204百万円の損失計上）となっております。 

⑦ 広告代理事業（その他） 

 広告代理事業（その他）には、バナー広告・ホームページ等の受注制作、SEM（検索エンジンマーケティン

グ）等の事業を含んでおります。広告代理事業（その他）の売上高は1,873百万円（前年同期間1,020百万円、

83.6％増加）となっております。営業損益につきましては58百万円の利益計上（前年同期間108百万円、45.8％

減少）となっております。 

⑧ 投資育成事業 

 投資育成事業では、キャピタルゲインを目的とした投資、ファンド運営等を行っております。保有している上

場株式の売却等により、投資育成事業の売上高は7,681百万円（前年同期間3,764百万円、104.1％増加）となっ

ております。営業損益は、6,983百万円の利益計上（前年同期間3,235百万円、115.8％増加）となっておりま

す。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、17,848百万円と前連結会計年度末

（20,028百万円）と比べ2,180百万円の減少となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動の結果取得した資金は、2,849百万円（前年同期間2,171百万円取得）となり

ました。これは、主に利益の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、4,631百万円（前年同期間1,073百万円取得）となり

ました。これは、主に固定資産の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は、102百万円（前年同期間5,452百万円取得）となりま

した。これは、主に配当金の支払によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当する事項はありません。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 受注残高は、主に広告主から申込書を受入れており、いまだ役務を提供していないものの金額を記載してお

ります。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 

（百万円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

メディア事業 

広告 7,223 16.9 851 △5.6 

EC（物販） 19,007 14.6 85 146.7 

 EC（仲介・課金） 5,665 23.7 － － 

 その他 2,620 36.9 3 － 

広告代理事業 

 自社・提携媒体 6,176 △6.8 1,414 42.9 

 他社媒体 26,345 22.4 2,755 6.1 

 その他 2,403 112.2 803 193.4 

 投資育成事業  7,681 104.1 － － 

合計 77,123 23.8 5,913 23.3 

事業の種類別セグメントの名称 
販売高 

（百万円） 
前年同期比 
（％） 

メディア事業 

広告 7,273 25.3 

EC（物販） 18,957 14.6 

 EC（仲介・課金） 5,665 23.7 

 その他 2,617 31.5 

広告代理事業 

 自社・提携媒体 5,751 △7.0 

 他社媒体 26,187 29.5 

 その他 1,873 83.6 

投資育成事業 7,681 104.1 

合計 76,007 26.4 



(4）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
仕入高 

（百万円） 
前年同期比 
（％） 

メディア事業 

広告 7,009 41.9 

EC（物販） 11,726 13.5 

 EC（仲介・課金） 2,313 26.3 

 その他 777 13.4 

広告代理事業 

 自社・提携媒体 1,807 50.3 

 他社媒体 20,913 24.5 

 その他 1,353 88.9 

投資育成事業  336 △83.9 

合計 46,237 19.8 



３【対処すべき課題】 

 当社グループにおきましては、以下５点を主な経営課題と認識しております。 

(1) インターネットメディア事業：「Ameba（アメーバブログ）」のメディアとしての確立、当社グループメディア

のサービス拡充 

(2) インターネット広告代理事業：営業提案力強化による売上高の拡大、利益率の向上 

(3) 投資育成事業：投資先企業の発掘と価値最大化 

(4) 生産性の向上 

(5) 経営管理体制の強化 

 これらの課題を解決して事業拡大・成長し続けるためには、強力な自社グループメディアの育成と優秀な人材の育

成とが鍵になると考えており、「Ameba（アメーバブログ）」を中心としたメディア企業としてのブランドの浸透や

人材採用・育成の強化に積極的に取り組んでまいります。 

(1) インターネットメディア事業：「Ameba（アメーバブログ）」のメディアとしての確立、当社グループメディア

のサービス拡充 

インターネットメディア事業においては、「Ameba（アメーバブログ）」のPV（閲覧数）の拡大に注力するこ

とで、インターネット総合サービス企業としての「Ameba by CyberAgent」ブランドを確立を目指します。併せ

て、収益化に向けた取り組みを行っていきます。 

(2) インターネット広告代理事業：営業提案力強化による売上高の拡大、利益率の向上 

インターネット広告代理事業においては、インターネット広告業界における競争力を確保し、確固たる地位を

確立するため、引き続き営業力強化による売上高の拡大を図ってまいります。 

(3) 投資育成事業：投資先企業の発掘と価値最大化 

投資育成事業においては、引き続き投資先の発掘や育成をおこない、投資先企業の価値の最大化によるキャピ

タルゲインの向上を目指してまいります。 

(4) 生産性の向上 

 人材採用の強化及び人員の育成・活性化・最適配置等の施策を積極的に推進することによって、生産性の高い

組織運営を目指してまいります。 

(5) 経営管理体制の強化 

企業価値を継続的に向上させるため、コーポレートガバナンス（企業統治）を有効に機能させ、会社法及び金

融商品取引法に基づく内部統制システムの更なる強化、法令順守の徹底に努めてまいります。 



株式会社の支配に関する基本方針について 

① 基本方針の内容 

当社は、1998年の創業以来、「21世紀を代表する会社を創る」というビジョンのもと、インターネット関連事

業を軸に事業展開し、この新しい産業で企業価値・株主共同の利益の向上に努めております。 

 当社が、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させていくためには、豊富なインターネットビジネスの経験

に基づき、若い力・従業員により新しい事業領域を創造し、魅力あるインターネットサービスを供給し続け、当

社のブランド価値及びユーザー（生活者・利用者）や広告主から得られる信頼を活かして、当社の中長期的な企

業価値・株主共同の利益を最大化していくことが必要です。従って、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定

を支配する者は、当社が培ってきた企業価値の源泉を理解した上で、これを中長期的に確保し、向上していくこ

とを可能とする者である必要があると考えています。 

 当社株式について大量買付等がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。 

 しかしながら、株式の大量買付等の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵

害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の

大量買付等の行為について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を

提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要と

するもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

 こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する大量買付等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に代

替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付等に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や

時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値・株主共同の

利益に反する大量買付等を抑止するための枠組みが必要不可欠であると考えます。  

② 具体的な取組み 

ⅰ. 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

 当社は、ユーザー及び広告主の両方向に接点を持ったビジネスモデルを特長としており、急激な成長を続ける

インターネット産業においても、ユーザー及び広告主双方の需要を敏感に察知していくとともに、若い力・従業

員が事業推進の主翼を担う当社ならではのスピードで常に新しい事業領域を創造し続けています。今後も、注力

事業「Ameba(アメーバブログ）」を中心としたメディアサービスの拡充、インターネット広告の売上高の拡大及

び利益率の向上、投資先企業の発掘及びその価値の最大化を積極的に推進していくなど、当社の企業価値・株主

共同の利益の最大化を図るための諸施策を推進いたします。 

ⅱ. 基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み 

当社は、2006年11月17日開催の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本プ

ラン」といいます。）を、株主総会において株主の皆様の承認を条件として導入することを決議し、2006年12月

20日開催の当社第９回定時株主総会において、本プランを導入することの承認を得ております。 

 本プランは、当社株式に対する大量買付等が行われた際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案し、あ

るいは株主の皆様がかかる大量買付等に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保したり、株

主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものであり、また、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損す

る買付等を抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としています。  

 本プランは、(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付等、ま

たは（ⅱ）当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者

の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け（以下、併せて「買付等」といいます。）を対象としま

す。 

 当社の株券等について買付等が行われる場合、当該買付等を行う買付者等には、当社取締役会が別途認めた場

合を除き、買付等の内容の検討に必要な情報及び本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した書

面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報や当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等

に対する代替案（もしあれば）が、当社経営陣から独立した者（現時点においては社外監査役２名及び社外有識

者１名）から構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立委員会は、必要があ

れば、外部専門家等の助言を独自に得た上、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買

付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行います。 



 独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を遵守しなかった場合、または当該買付等の内容の検討、

買付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすおそれのある買付等であるなど、本プランに定める要件のいずれかに該当すると判断した場合には、

独立委員会規程に従い、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。この新

株予約権は、１円（または当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限として当社取締役会が新株予約権無償割

当ての決議において定める金額）を払い込むことにより、原則として当社株式１株を取得することができるもの

ですが、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されています。また、当社が買付者等以外

の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条

項に基づく取得をする場合、本新株予約権１個と引換えに、原則として当社株式１株が交付されます。当社取締

役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施、または不実施の決議を行うもの

とします。当社取締役会は、上記決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断

する事項について、情報開示を行います。 

本プランの有効期間は、2008年９月30日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までです。ただ

し、当該有効期間の満了前であっても、(ⅰ)当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場

合、または、（ⅱ）当社取締役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点

で廃止されることになります。 

 本プランの導入後であっても、新株予約権の無償割当てが実施されていない場合、株主及び投資家の皆様に直

接具体的な影響が生じることはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権の無償割当てが実施された

場合、株主の皆様が、新株予約権行使の手続を行わないと、その保有する株式が希釈化される場合があります

（但し、当社が当社株式を対価として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）。 

③ 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

 前記②ⅰ.に記載した様々な施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるため

の具体的方策であり、当社の基本方針に沿うものです。 

 また、本プランは、前記②ⅱ.に記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的を

もって導入されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会において株主の承

認を得た上で導入されたものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立

性の高い者のみから構成される独立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断

を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされ

ていること、有効期間が２年と定められた上、取締役会により何時でも廃止できるとされていることなどによ

り、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するも

のであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 



４【事業等のリスク】 

 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記

載しております。また、リスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断上重要であると考えられる事項

については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。なお、当社グループは、これら

のリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。 

■ 業界動向について 

 過去において、インターネット広告市場は、インターネットの普及、インターネット利用者の増加、企業の経

済活動におけるインターネット利用の増加により高成長を続けてまいりました。このような傾向は今後も継続し

ていくと考えておりますが、見込み通り推移する保証はありません。 

 また、インターネット広告市場に限らず広告市場は景気変動の影響を敏感に受けるものと考えられ、景況感が

悪化した場合には当社グループの経営成績その他への悪影響を及ぼす可能性があります。 

■ 経営成績の変動について 

(1)業績見通しについて 

 インターネット業界は、急速な進化・拡大を続けながらもまだ歴史は浅く、当社グループ全体の業績に影響を

与えると考えられる今後の日本におけるインターネット人口の推移、インターネット広告の市場規模、新しいビ

ジネスモデル等には、不透明な部分が多くあります。 

 また当社グループは必要に応じて、資金調達、人材の雇用、子会社及び関係会社の設立、投融資、事業提携等

を積極的に行っていく方針であります。 

 従って、今後の当社グループの業績に関しましては、過年度の経営成績に依拠することはできない面がありま

す。そのため、実際の業績が公表した業績見通しとは大きく異なる可能性があります。 

 なお、その場合には、速やかに業績見通しの修正を公表することとしております。 

(2)会計基準の変更について 

 近年、会計基準に関する国際的なルールの整備の流れがある中で、当社グループは金融商品会計基準や投資事

業組合に関する会計基準等の各種会計基準の変更に対して適切かつ迅速な対応を行ってまいりました。 

 しかしながら、今後会計基準の更なる大きな変更があった場合には、当社グループの経営成績に影響を与える

可能性があります。 

■ 法的規制について  

 日本国内においてはインターネット上の情報流通やEC事業について議論がされており、当社グループ事業に関

連して、ビジネス継続に著しく重要な影響を及ぼす法的規制は現在のところありませんが、「特定電気通信役務

提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（平成14年5月施行）や、「不正アクセス行

為の禁止等に関する法律」（平成12年2月施行）など、当社グループの事業領域に適用される主要な法的規制が

存在しております。 

 当社グループはそれらの法令に基づき、利用者に対する法令遵守・利用者モラルの周知・徹底に努め、不正ア

クセスの防御や情報漏洩防止に関する取組みの強化を行っております。しかしながら今後において、インターネ

ット及びインターネット上で情報の流通を仲介する事業者に対して、新たな法整備・既存の規制の強化等が行わ

れることにより、当社グループの事業への制約または業績への影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループが運営するサービス上で、利用者または悪質な者による違法行為によって、被害・損失を

被った第三者より、サービス運営事業者として当社グループが損害賠償請求等の訴訟を起こされる可能性があり

ます。 

■ EC事業に係るリスクについて 

 当社グループではEC（電子商取引）事業を展開しており、商品管理体制や仕入先との契約締結を徹底し、健康食

品については成分分析を外部専門家等に委託しております。 

 しかし、販売した商品に法令違反または瑕疵等があり、当該商品の安全性等に問題が生じた場合には、商品を販

売した顧客に対して損害賠償責任等が生じ、当社グループへの信頼の喪失等によって当社グループの経営成績に影

響を与える可能性があります。 

■ 投融資に係るリスクについて 

 当社では、連結対象子会社及び持分法適用関連会社に対する投融資の他、当社グループの企業戦略に則り、日本

国内外におけるインターネット関連の企業に対しても投資を実施しております。これらの投資は、それぞれの投資

先企業と当社グループとの事業上のシナジー効果等を期待して投資を実行しておりますが、これらの投資が回収で

きなくなる可能性も考えられます。 

 投資先企業のうち公開企業につきましては、株価動向によって評価差益の減少または評価差損の増加もしくは減



損適用による評価損が発生することがあります。さらに、投資先企業の今後の業績の如何によっては、当社保有投

資有価証券の減損適用等により、当社グループの損益に多大な影響を与える可能性も考えられます。  

 また、当社グループ及び当社グループが運営管理する投資事業組合等（ファンド）は、複数の未公開企業への投

資を実行しております。これらの未公開企業は、その将来性において不確定要素を多数抱えており、技術革新、市

場環境等の外部要因だけでなく、経営管理体制等の内部要因により業績が悪化し、当社グループの業績及び財政状

態に悪影響を及ぼす可能性も考えられます。 

■ 外国為替保証金取引に係るリスクについて 

当社グループが取扱う外国為替保証金取引は、顧客が当社グループの定める所定の金額以上の保証金を当社グル

ープに預け入れた場合、当該保証金を保証金率によって除した金額の範囲内において取引を行うことができます。

これにより、顧客は保証金以上の金額の外国為替取引を行うことができることから、高い投資収益が期待できる半

面、多大な投資損失を蒙る可能性があります。 

 評価損益を算入した結果、顧客の有効保証金額が現在の外国為替持高（ポジション）の維持に必要な保証金額を

下回った場合には、顧客に対して追加保証金の提供を求め、追加保証金が指定する期限までに入金されない場合に

は強制的に反対売買を行ってポジションを解消し、決済により生じた不足資金を顧客に請求します。当社グループ

では、決済時に顧客の資産が不足しないよう、対象通貨の過去の相場変動率等を勘案し、保証金率及び維持保証金

率等を定めておりますが、顧客が不足分を支払うことができない場合、当社グループは顧客に対する債権の全部又

は一部について貸倒の損失を負う可能性があります。 

 また、システムの安定稼動及び強化に努めておりますが、何らかの不測要因により、サービス約款に定める免責

事項では補完できない損失が顧客に発生した場合、顧客より当社グループに対して何らかの対応を求められる可能

性があります。 

■ 今後の事業展開に伴うリスクについて 

 当社グループは、グループ政策としてインターネットユーザーとクライアントとの最適マッチングを図るため、

インターネットメディア事業、インターネット広告代理事業をメインとし積極的に事業展開していく方針でありま

す。今後も、新たな子会社及び関連会社の設立ならびに企業買収等の方法によって、インターネット関連の事業領

域拡大を図っていく方針であります。 

 しかし、これらを実現するためには、新規人材の採用・設備の増強・媒体開発費の発生等の追加的な支出が見込

まれます。また、事業範囲の拡大に伴って今後進出しようとする分野において、これらの事業が安定的に収益を生

み出すにはしばらく時間が掛かることが予想されます。また、競合企業への優位性の確保のため、価格競争の激化

による収益性の低下・利用者獲得費用等の増大を伴う可能性があります。従いまして、当社グループの予想通りに

ビジネスが推移しない場合や、当社グループ管理体制が事業の拡大に追いつかない場合、当社グループの業績に大

きな影響を与える可能性とともに、グループ戦略再構築の必要性が発生する可能性も出てまいります。 

■ 特定経営者への依存及び人材確保に係るリスクについて 

 当社グループは、人材採用及び人材育成を重要な経営課題と位置づけており、インターネットビジネス業界にお

ける優位性を確保すべく、人材採用と人材育成に関する各種施策を継続的に講じております。しかし、十分な人材

確保が困難となった場合や、急激な人材採用によりグループの協業、連携体制の維持が困難となった場合には、当

社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループは、代表取締役を含む役員、幹部社員等の専門的な知識、技術、経験を有している役職員

が、各グループの経営、業務執行について重要な役割を果たしており、当該役職員の継続勤務による経験値は、当

社グループにおける重要なノウハウと考えられます。しかし、これら役職員が何らかの理由によって退任、退職

し、後任者の採用が困難となった場合、当社グループの業績、事業継続、発展に影響を与える可能性があります。

■ 個人情報の管理に係るリスクについて 

 当社グループでは、インターネットメディア事業等を通じて取得した個人情報を保有しております。当社グルー

プはこれらの個人情報の管理について、「個人情報の保護に関する法律」（平成17年４月施行）の規定に則って作

成されたプライバシーポリシーを有しており、その遵守に努めております。 

 しかし、システムの瑕疵等によりこれらのデータが外部に漏洩した場合、当社グループへの損害賠償請求や当社

グループの信用の下落等によって当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

■ 情報セキュリティに係るリスクについて 

   当社グループでは、コンピューターネットワークをはじめとする情報セキュリティ強化を推進しております

が、コンピューターシステムの瑕疵、未知のコンピューターウイルス、外部からの不正な手段によるコンピュータ



ー内への侵入、役職員・委託会社の過誤、自然災害、急激なネットワークアクセスの集中等により、コンピュータ

ーシステムを停止せざるを得ない状態が発生する可能性があります。これらの障害が発生した場合、当社グループ

の営業が停止するだけでなく、信用の下落等によって当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

■ 知的財産権に係るリスクについて 

 当社グループは、インターネットビジネス業界における技術革新、知的財産権ビジネスの拡大等に伴い、知的財

産権の社内管理体制を強化しております。また、当社グループが提供するサービスにおいて、当社グループが所有

する知的財産権を第三者に使用許諾する場合や、当社が第三者の所有する知的財産権の使用許諾を受ける場合があ

り、知的財産権管理部門の強化、使用許諾契約の締結、社内啓蒙等による管理体制を強化しております。 

 しかし、知的財産権の範囲が不明確であること、契約条件の解釈の齟齬等により、当社グループが第三者から知

的財産権侵害の訴訟、使用差止請求等を受けた場合、解決までに多額の費用と時間がかかり、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 

■ 自然災害等に係るリスクについて 

 地震や台風等の自然災害、未知のコンピューターウイルス、テロ攻撃といった事象が発生した場合、当社グルー

プの事業展開において、大きな影響を受け、混乱状態に陥る可能性があります。当該事象に起因し、当社グループ

が運営管理するインターネットメディアの運営が制限されることにより、広告配信が実施されない、インターネッ

トユーザーから有料サービスにおける利用料を回収できない状況に陥る等、当社グループの売上が減少する可能性

があり、また特別な費用負担を強いられることにより、当社グループの利益が減少する可能性があります。更に、

当社グループの本社及びコンピューターネットワークのインフラは東京に集中しているため、同所で自然災害等が

発生した場合には多大な損害を被る可能性があります。 

 当社グループは、こうした自然災害等が発生した場合には、適切かつ速やかに危機対策、復旧対応を行うよう努

めておりますが、自然災害、コンピューターシステムの停止、データーベースの漏洩、消失等の影響を完全に防

止、軽減できる保証はありません。当該要因は、当社グループの営業活動に悪影響を与え、物的、人的な損害に関

する費用を発生させ、あるいはブランドイメージを傷つける可能性があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき契約はありません。 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(１)財政状態 

 当社グループの当連結会計年度末における資産は、営業投資有価証券として保有している上場株式の時価評価額

の減少等より、前連結会計年度末比で10,249百万円減少し、49,162百万円となっております。 

 負債につきましては、営業投資有価証券として保有している上場株式の時価評価額の減少に伴う繰延税金負債の

減少等により、前連結会計年度末比で2,811百万円減少し、17,992百万円となっており、純資産につきましては、そ

の他有価証券評価差額金の減少等により、前連結会計年度末比で7,437百万円減少し31,170百万円となっておりま

す。 

(２)経営成績 

 当社グループの当期連結会計年度の売上高は、広告代理事業におけるサイトリスティング（検索結果）広告や主

要ポータルサイト広告販売の堅調な伸び、モバイル関連事業及び金融関連事業やオンラインゲーム事業等の仲介・

課金事業の躍進等により、76,007百万円（前年同期間60,115百万円、26.4％増加）となりました。 

 営業利益に関しましては、売上増加の一方で株式会社ネットプライスにおける商品評価損の計上や当社保有のブ

ログメディア拡充のための先行投資があったものの、広告代理事業や仲介・課金事業、投資育成事業の利益貢献に

より5,501百万円（前年同期間4,342百万円、26.7％増加）となりました。 

 また、当期純利益に関しましては、法人税及び法人税等調整額を含めた税金費用の計上等により、2,016百万円

（前年同期間4,300百万円、53.1％減少）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資総額（有形固定資産受入ベース数値。金額には消費税等を含めておりません。）

は、1,282百万円で、主要なものはサーバー及びネットワーク関連機器の購入に伴うものであります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 建物は、パーティション等の建物付属設備であります。 

２ 帳簿価額のうち、「その他」は建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定であります。 

３ 上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 

事業所名（所在
地） 

事業の種類別 
セグメントの名

称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 

工具器具

備品 
ソフト 
ウェア 

車両運搬具  その他 合計 

本社 

（東京都渋谷区） 

メディア事業 

広告代理事業 

投資育成事業 

システム機

器及び業務

施設等  

219 395 319 3 44 982 648 

西 

日 

本 

事 

業 

部 

大阪支

社 

（大阪市

北区） 

広告代理事業 

システム機

器及び業務

施設等   

5 1 － － － 7 58 

名古屋

営業所 

（名古屋

市中区） 

広告代理事業 

システム機

器及び業務

施設等    

0 0 － － － 1 10 

福岡営

業所 

（福岡市

中央区） 

広告代理事業 

システム機

器及び業務

施設等   

0 － － － － 0 5 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 面積（坪） 年間賃借料（百万円） 

本社 

（東京都渋谷区） 
事業所 1,984.83 476 

西 

日 

本 

事 

業 

部 

大阪支社 

（大阪市北区） 
事業所 175.39 27 

名古屋営業所 

（名古屋市中区） 
事業所 52.49 6 

福岡営業所 

（福岡市中央区） 
事業所 17.51 2 



(2）国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち、「その他」は建設仮勘定及びソフトウェア仮勘定であります。 

２ 上記のほか主要な賃借設備として以下のものがあります。 

  

(3）在外子会社 

 重要性がないため、記載を省略しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設及び除却等の計画はありません。 

事業所名（所在
地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

 設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び 

構築物 

工具器具

備品 

ソフト 

ウェア 
車両運搬具  その他 合計 

株式会社シーエ

ー・モバイル 

（東京都渋谷

区） 

メディア事業 

システム機

器及び業務

施設等  

157 302 167 2 127 757 283 

株式会社ＥＣナ

ビ  

（東京都渋谷

区）  

 メディア事業 

システム機

器及び業務

施設等   

10 119 44 － 9 183 103 

株式会社ネット

プライス 

（東京都渋谷

区） 

メディア事業 

システム機

器及び業務

施設等  

25 109 152 － － 287 98 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 面積（坪） 年間賃借料（百万円） 

株式会社シーエー・モバイル 

（東京都渋谷区） 
事業所 877.26 314 

株式会社ＥＣナビ  

（東京都渋谷区）  
事業所  538.18 138 

株式会社ネットプライス 

（東京都渋谷区） 
事業所 358.91 68 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使に 

   より発行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 2,607,040 

計 2,607,040 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 660,224 660,696 
東京証券取引所新興企業

市場（マザーズ） 

権利内容に何ら

限定のない、当

社における標準

となる株式 

計 660,224 660,696 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容は次のとおりであります。 

株主総会の特別決議（平成14年12月21日） 

 （注）※１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

※２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 131 72 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,048  ※１ 576   ※１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 21,250 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年12月22日～ 

平成19年12月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     21,250 

資本組入額    10,625 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当を

受けた者は権利行使時

において、当社及び子

会社の取締役または従

業員であることを要す

るものとします。 

(2）新株予約権の割当を

受けた者が死亡した場

合は、相続人がこれを

行使することができる

ものとします。ただ

し、いずれの場合にも

後記(3）に掲げる新株

予約権付与契約に定め

る条件によるものとし

ます。 

(3）新株予約権に関する

その他の細目事項につ

いては、当社と新株予

約権の割当を受けた者

との間で締結する新株

予約権付与契約の定め

によるところとしま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡は、

取締役会の承認を要する

ものとします。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価額 ＝調整前発行価額 ×
一株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



株主総会の特別決議（平成15年12月15日） 

 （注）※１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

※２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,123 1,117 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,492  ※１ 4,468  ※１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 111,500 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年12月16日～ 

平成20年12月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    111,500 

資本組入額    55,750 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当を

受けた者は権利行使時

において、当社及び子

会社の取締役または従

業員であることを要す

るものとします。 

(2）新株予約権の割当を

受けた者が死亡した場

合は、相続人がこれを

行使することができる

ものとします。ただ

し、いずれの場合にも

後記(3）に掲げる新株

予約権付与契約に定め

る条件によるものとし

ます。 

(3）新株予約権に関する

その他の細目事項につ

いては、当社と新株予

約権の割当を受けた者

との間で締結する新株

予約権付与契約の定め

によるところとしま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡は、

取締役会の承認を要する

ものとします。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

       
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価額 ＝調整前発行価額 ×
一株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



株主総会の特別決議（平成16年12月18日） 

 （注）※１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

※２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 4,740 4,740 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,480   ※１ 9,480   ※１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 207,873 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月19日～ 

平成23年12月18日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    207,873 

資本組入額   103,937 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当を

受けた者は権利行使時

において、当社及び子

会社の取締役または従

業員であることを要す

るものとします。 

(2）新株予約権の割当を

受けた者が死亡した場

合は、相続人がこれを

行使することができる

ものとします。ただ

し、いずれの場合にも

後記(3）に掲げる新株

予約権付与契約に定め

る条件によるものとし

ます。 

(3）新株予約権に関する

その他の細目事項につ

いては、当社と新株予

約権の割当を受けた者

との間で締結する新株

予約権付与契約の定め

によるところとしま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡は、

取締役会の承認を要する

ものとします。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価額 ＝調整前発行価額 ×
一株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



株主総会の特別決議（平成17年12月18日） 

（注）※１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。  

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率  

※２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとします。  

  
事業年度末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 6,365 6,365 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,365   ※１ 6,365   ※１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 269,000 ※２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年12月19日～ 

平成27年12月18日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    269,000 

資本組入額   134,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権の割当を

受けた者は権利行使時

において、当社及び子

会社の取締役または従

業員であることを要す

るものとします。 

(2）新株予約権の割当を

受けた者が死亡した場

合は、相続人がこれを

行使することができる

ものとします。ただ

し、いずれの場合にも

後記(3）に掲げる新株

予約権付与契約に定め

る条件によるものとし

ます。 

(3）新株予約権に関する

その他の細目事項につ

いては、当社と新株予

約権の割当を受けた者

との間で締結する新株

予約権付与契約の定め

によるところとしま

す。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡は、

取締役会の承認を要する

ものとします。 

同左 

代用払込みに関する事項 －  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価額 ＝調整前発行価額 ×
一株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１ １株を２株に分割したことに伴う発行済株式総数の増加であります。 

２ １株を２株に分割したことに伴う発行済株式総数の増加であります。 

３ 平成15年12月15日開催の第６回定時株主総会における損失処理案承認決議に基づく、欠損填補のための資本

準備金の取崩であります。 

４ 平成15年12月15日開催の第６回定時株主総会における資本準備金減少決議及び商法289条第２項の規定に基

づき、資本準備金を減少しその他資本剰余金へ振替たものであります。 

５ 平成16年５月25日開催の取締役会決議に基づき、平成16年６月２日に商法第212条の規定に基づく自己株式

13,636株の消却を行いました。これによって発行済株式総数は162,940株となりました。 

     ６ １株を２株に分割したことに伴う発行済株式総数の増加であります。 

     ７ 新株予約権の行使による増加であります。 

     ８ １株を２株に分割したことに伴う発行済株式総数の増加であります。 

     ９ 新株予約権の行使による増加であります。 

10 新株予約権の行使による増加であります。 

11 平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が472株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ5百万円増加しております。 

(5）【所有者別状況】 

 （注） 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が156株含まれております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成14年11月20日

（注）１ 
44,144 88,288 ― 6,551 ― 7,320 

平成15年11月20日

（注）２ 
88,288 176,576 ― 6,551 ― 7,320 

平成15年12月15日

（注）３ 
― 176,576 ― 6,551 △3,335 3,984 

平成16年１月23日

（注）４ 
― 176,576 ― 6,551 △2,346 1,637 

平成16年６月２日

（注）５ 
△13,636 162,940 ― 6,551 ― 1,637 

平成16年11月19日 

（注）６ 
162,940 325,880 ― 6,551 ― 1,637 

平成16年10月１日～

平成17年９月30日  

（注）７ 

1,862 327,742 39 6,591 39 1,677 

平成17年11月18日 

（注）８ 
327,742 655,484 ― 6,591 ― 1,677 

平成17年10月１日～

平成18年９月30日  

（注）９ 

3,940 659,424 131 6,722 131 1,809 

平成18年10月１日～

平成19年９月30日  

（注）10  

800 660,224 23 6,746 23 1,832 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 0 12 26 266 75 21 45,154 45,554 ― 

所有株式数

（株） 
0 13,614 16,373 18,561 69,218 105 542,353 660,224   

所有株式数の割

合（％） 
0 2.1 2.5 2.8 10.5 0.0 82.1 100.0 ― 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記資産管理サービス信託銀行株式会社の信託業務にかかる株式数は0株であり、日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社の信託業務にかかる株式数は4,338株であります。 

 ２ ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成19年９月６日付け、モルガン・スタンレー証券株式会社から

平成19年１月19日付け、フィデリティ投信株式会社から平成19年５月22日付けで大量保有報告書（変更報告

書）の提出があり、次のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末

時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

なお、ゴールドマン・サックス証券株式会社 より変更報告書が提出され、平成19年12月６日時点における当社

株式の所有数は33,458株（所有割合5.06％）になっている旨の報告を受けております。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

藤田 晋 東京都渋谷区 168,334 25.50 

バンクオブニューヨークジーシーエ

ムクライアントアカウントジエイビ

ーアールデイアイエスジーエフイー

ーエイシー（常任代理人 株式会社

三菱東京UFJ銀行）   

PETETBOROUGH COURT 133  

FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,  

UNITED KINGDOM  

 （千代田区丸の内２丁目７番１号） 

16,888 2.56 

モルガンスタンレーアンドカンパニ

ーインク（常任代理人 モルガン・

スタンレー証券株式会社）  

1585 BROADWAY NEW YORK, 

NEW YORK 10036, U.S.A. 

 （渋谷区恵比寿４丁目20番３号 

恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

11,226 1.70 

エービーエヌ アムロバンク エヌ

ブイ ヨーロピアン ハブ（常任代

理人 シティバンク銀行株式会社）  

GUSTAV MAHLERLAAN 10 1082 PP, 

AMSTERDAM,NETHERLANDS  

 （品川区東品川２丁目３番14号） 

8,000 1.21 

日高 裕介  東京都港区  7,308 1.11 

野武 洋平  山梨県都留市  5,300 0.80 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（金銭信託課税口）  

中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーZ棟  

4,820 0.73 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
中央区晴海１丁目８番11号   4,634 0.70 

宇野 康秀  東京都港区  4,400 0.67 

野村證券株式会社  中央区日本橋１丁目９番１号  4,161 0.63 

計   235,071 35.60 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 
港区六本木６丁目10-１ 

六本木ヒルズ森タワー  
55,399 8.39 

モルガン・スタンレー証券株式会社  
渋谷区恵比寿４丁目20-３ 

恵比寿ガーデンプレイスタワー  
24,916 3.77 

フィデリティ投信株式会社 
港区虎ノ門４丁目３番１号 

城山トラストタワー  
21,210 3.21 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が156株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数156個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 660,224  660,068 

権利内容に何らの限定 

のない当社における標 

準となる株式 

単元未満株 ― ― ― 

発行済株式総数 660,224 ― ― 

総株主の議決権 ― 660,068 ― 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき、新株予約権を付与する方式により、当社及び子会社の取締役及び従業員に付与しております。なお、

第３回は、平成14年12月21日開催の定時株主総会において決議され、平成15年７月29日付をもって当社取締役及

び従業員ならびに子会社取締役及び従業員に付与された新株予約権であり、第４回につきましては、平成15年12

月15日開催の定時株主総会において決議され、平成16年１月30日付、平成16年４月27日付、平成16年６月11日付

をもって当社取締役及び従業員ならびに子会社取締役及び従業員に付与された新株予約権であり、第５回につき

ましては、平成16年12月18日開催の定時株主総会において決議され、平成17年3月22日付をもって当社取締役及び

従業員ならびに子会社取締役及び従業員に付与された新株予約権であります。また、第６回につきましては、平

成17年12月18日開催の定時株主総会において決議され、平成18年４月13日付をもって当社取締役及び従業員なら

びに子会社取締役及び従業員に付与された新株予約権であります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

＜第３回＞ 

 ※１ 平成15年７月29日開催の新株予約権発行の取締役会決議にて、付与人数及び株式の数（980株）に関し、決定い

たしました。 

※２ (1）当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

(2）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

なお、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行う場合、または株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認められる発行価額の調整を行うものとします。 

※３ (1）対象者は、新株予約権行使時において、当社の取締役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員

の地位にあることを要するものとします。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。ただし、いずれの場合に

も後記(4）に掲げる新株予約権割当に関する契約に定める条件によるものとします。 

(3）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとします。 

(4）新株予約権に関するその他の細目事項については、当定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権割当に関する契約の定めのところによるものと

します。 

※４ 取締役の退任及び従業員の退職ならびに行使等に伴い、平成19年９月30日現在、付与対象者は従業員21名及び

子会社取締役５名、ならびに子会社従業員２名、付与株式数の上限は合計1,408株となっております。また、平

成19年11月30日現在、付与対象者は従業員14名及び子会社取締役２名、付与株式数は合計576株となっておりま

す。 

決議年月日 平成14年12月21日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役１名／当社従業員144名 

子会社取締役２名／子会社従業員35名 ※１，４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 1,000株を上限とする ※１，２，４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 170,000 ※２ 

新株予約権の行使期間 自平成16年12月22日 至平成19年12月21日 

新株予約権の行使の条件 ※３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は、取締役会の承認を要するものと

します。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



＜第４回＞ 

 ※１ 平成16年１月30日、平成16年４月27日、平成16年６月11日開催の新株予約権発行の取締役会決議にて付与人数、

株式の数（2,132株、20株、10株）及び払込金額（446,000円、900,000円、871,000円）に関し、決定致しまし

た。 

※２ (1）当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数は、

次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

(2）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

なお、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行う場合、または株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認められる発行価額の調整を行うものとします。 

※３ (1）対象者は、新株予約権行使時において、当社の取締役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員

の地位にあることを要するものとします。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。ただし、いずれの場合に

も後記(4）に掲げる新株予約権割当に関する契約に定める条件によるものとします。 

(3）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとします。 

(4）新株予約権に関するその他の細目事項については、当定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権割当に関する契約の定めのところによるものと

します。 

※４ 取締役の退任及び従業員の退職ならびに行使等に伴い、平成19年９月30日現在、付与対象者は取締役６名及び

従業員99名、ならびに子会社取締役７名及び子会社従業員42名、付与株式数の上限は合計4,492株となっており

ます。また、平成19年11月30日現在付与対象者は取締役６名及び従業員97名、ならびに子会社取締役７名及び

子会社従業員41名、付与株式数は合計4,468株となっております。 

  

決議年月日 平成15年12月15日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役４名／当社従業員245名 

子会社取締役５名／子会社従業員103名 ※１，４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 3,000株を上限とする ※１，２，４，５ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※１，２，５ 

新株予約権の行使期間 自平成17年12月16日 至平成20年12月15日 

新株予約権の行使の条件 ※３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし

ます。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



＜第５回＞ 

 ※１ 平成17年３月22日開催の新株予約権発行の取締役会決議にて付与人数、株式の数（5,480株）及び払込金額

（415,745円）に関し、決定致しました。 

※２ (1）当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

(2）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

なお、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行う場合、または株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認められる発行価額の調整を行うものとします。 

※３ (1）対象者は、新株予約権行使時において、当社の取締役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員

の地位にあることを要するものとします。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。ただし、いずれの場合に

も後記(4）に掲げる新株予約権割当に関する契約に定める条件によるものとします。 

(3）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとします。 

(4）新株予約権に関するその他の細目事項については、当定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権割当に関する契約の定めのところによるものと

します。 

※４ 取締役の退任及び従業員の退職等に伴い、平成19年９月30日現在、付与対象者は取締役８名及び従業員33名、

ならびに子会社取締役７名及び子会社従業員３名、付与株式数の上限は合計9,480株となっております。また、

平成19年11月30日現在付与対象者は取締役８名及び従業員33名、ならびに子会社取締役７名及び子会社従業員

３名、付与株式数は合計9,480株となっております。 

  

決議年月日 平成16年12月18日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役５名／当社従業員58名 

 子会社取締役２名 ※１，４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 6,000株を上限とする ※１，２，４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※１，２ 

新株予約権の行使期間 自平成18年12月19日 至平成23年12月18日 

新株予約権の行使の条件 ※３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし

ます。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



＜第６回＞ 

 ※１ 平成18年４月13日開催の新株予約権発行の取締役会決議にて付与人数、株式の数（6,810株）及び払込金額

（269,000円）に関し、決定致しました。 

※２ (1）当社が株式分割または株式併合を行う場合、対象者に付与される新株予約権により発行される株式の数

は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。 

調整後の株式の数＝調整前の株式の数×株式分割・株式併合の比率 

(2）当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げるものとします。 

なお、当社が他社と吸収合併もしくは新設併合を行う場合、または株式交換もしくは株式移転を行う場

合、当社は必要と認められる発行価額の調整を行うものとします。 

※３ (1）対象者は、新株予約権行使時において、当社の取締役及び従業員ならびに当社子会社の取締役及び従業員

の地位にあることを要するものとします。 

(2）対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。ただし、いずれの場合に

も後記(4）に掲げる新株予約権割当に関する契約に定める条件によるものとします。 

(3）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとします。 

(4）新株予約権に関するその他の細目事項については、当定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に

基づき、当社と対象者との間で個別に締結する新株予約権割当に関する契約の定めのところによるものと

します。 

※４ 取締役の退任及び従業員の退職等に伴い、平成19年９月30日現在、付与対象者は取締役８名及び従業員58名、

ならびに子会社取締役11名及び子会社従業員６名、付与株式数の上限は合計6,365株となっております。また、

平成19年11月30日現在付与対象者は取締役８名及び従業員59名、ならびに子会社取締役９名及び子会社従業員

７名、付与株式数は合計6,365株となっております。  

決議年月日 平成17年12月18日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役７名／当社従業員76名  

 子会社取締役３名／子会社従業員５名 ※１,４ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 7,000株を上限とする ※１,２,４ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） ※１,２ 

新株予約権の行使期間 自平成19年12月19日 至平成27年12月18日 

新株予約権の行使の条件 ※３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡は取締役会の承認を要するものとし

ます。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
１株当たりの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

（注）提出日現在において、実質的な未行使はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第３項の規定に基づく普通株式の取得  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会（平成19年11月13日）での決議状況 
（取得期間 平成19年11月14日～平成20年３月31日） 

17,000 1,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 － － 

当事業年度における取得自己株式 － － 

残存決議株式の総数及び価額の総額 17,000 1,000,000,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％)  － － 

当期間における取得自己株式  13,185 999,989,100 

提出日現在の未行使割合(％)    （注） － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行つた取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行

つた取得自己株式 
－ － － － 

そ の 他 

（ ― ） 
－ － － － 

保有自己株式数 － － 13,185 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識しており、事業の成長、資本効率の改善等による中

長期的な株式価値の向上とともに、業績に連動した配当を継続的に実施していきたいと考えております。具体的に

は、連結当期純利益から特別損益及び繰越欠損金による税金控除分等の特殊要因を除いた額の30％を目安とし、財務

の健全化、将来の事業展開の為の内部留保等を総合的に勘案して決定してまいります。 

 当社は、期末配当として年１回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。この剰余金の配当の決定機

関は株主総会であります。 

 当事業年度の利益配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり1,000円の配当を実施することを決定いたし

ました。 

 内部留保資金につきましては、財務体質の強化と積極的な事業展開のための備えとしていくことといたします。 

 当社は「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定めて

おります。  

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は東京証券取引所新興企業市場（マザーズ）におけるものであります。◇印は、株式分割権

利落ち後の株価であります。 

２ 平成14年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成15年11月20日付で普通株式１株を２株へ、平成16年11月

19日付で普通株式１株を２株へ、平成17年11月18日付で普通株式１株を２株へ分割しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所新興企業市場（マザーズ）におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

 平成19年12月20日 

定時株主総会決議 
660 1,000 

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 
380,000 

◇47,500 

1,330,000 

◇332,500 

527,000 

 ◇263,500 
351,000 164,000 

最低（円） 
71,000 

◇8,875 

143,000 

◇35,750 

302,000 

 ◇151,000 
102,000 37,100 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 109,000 89,900 87,800 81,700 69,100 54,000 

最低（円） 85,500 63,300 72,500 65,500 44,200 37,100 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 

社長 
― 藤田 晋 昭和48年５月16日生

平成９年４月 

平成10年３月 

平成13年11月 

平成15年９月 

平成16年４月 

 平成17年７月 

 平成17年７月 

 平成17年11月 

平成18年４月 

平成18年４月 

平成18年４月 

平成18年８月 

株式会社インテリジェンス入社 

当社設立、代表取締役社長就任

（現任） 

株式会社ＥＣナビ 

取締役就任（現任） 

株式会社シーエー・キャピタル

(現 サイバーエージェントＦＸ)

取締役就任（現任） 

株式会社ウエディングパーク 

取締役就任（現任） 

株式会社フラウディア・コミュニ

ケーションズ 

取締役就任 

株式会社クラウンジュエル 

取締役就任（現任） 

cybozu.net株式会社 

取締役就任（現任） 

株式会社サイバーエージェン
ト・インベストメント 
取締役就任（現任) 
株式会社サイバー・バズ 
取締役就任（現任) 
株式会社シーエー・エイチ 
取締役就任（現任) 
株式会社スタートワークス 
代表取締役就任（現任) 

 注１ 168,334 

専務取締役 

メディア事業 

ＥＣ事業 

担当 

日高 裕介 昭和49年４月２日生

平成９年４月 

平成10年３月 

平成11年11月 

平成14年12月 

株式会社インテリジェンス入社 

当社設立、常務取締役就任 

株式会社ネットプライス（現 ネ

ットプライスドットコム） 

取締役就任（現任） 

当社専務取締役就任（現任） 

 注１ 7,308 

専務取締役 
モバイル事業 

担当 
外川 穣 昭和46年12月29日生

平成６年４月 

平成12年３月 

平成12年５月 

平成15年12月 

株式会社博報堂入社 

当社入社 執行役員就任 

株式会社シーエー・モバイル 

代表取締役就任（現任） 

当社専務取締役就任（現任） 

 注１ 23 

専務取締役 

ファイナンス 

事業  

オンライン 

ゲーム事業 

担当 

西條 晋一 昭和48年６月10日生

平成８年４月 

平成12年３月 

平成15年９月 

平成15年11月 

平成16年12月 

平成18年４月 

平成18年４月 

伊藤忠商事株式会社入社 

当社入社 

株式会社シーエー・キャピタル

(現 サイバーエージェントＦＸ) 

代表取締役社長就任（現任） 

株式会社ジークレスト 

取締役就任（現任） 

当社取締役就任 

株式会社サイバーエージェン
ト・インベストメント 
代表取締役就任（現任) 
当社専務取締役就任 (現任) 

 注１ 117 

常務取締役 

コーポレート

部門 

（本社機能）

担当 

中山 豪 昭和50年11月２日生

平成10年４月 

平成11年８月 

平成11年10月 

平成13年11月 

平成15年５月 

平成15年12月 

平成18年４月 

住友商事株式会社入社 

当社入社 

株式会社ネットプライス出向 

株式会社ＥＣナビ 

取締役就任（現任） 

当社経営本部長就任 

当社取締役就任 

当社常務取締役就任 (現任) 

 注１ 896 

 



 （注）１．平成18年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

２．平成18年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

３．平成19年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間  

４．監査役堀内雅生及び沼田功は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 システム担当 宇佐美 進典  昭和47年10月12日生

平成８年４月 

平成11年10月 

平成14年９月 

平成17年２月 

平成17年８月 

平成17年11月 

平成17年12月 

株式会社トーマツ・コンサルティ

ング入社 

株式会社ＥＣナビ設立 

取締役COO就任  

株式会社ＥＣナビ 

代表取締役CEO就任（現任）  

当社執行役員就任 

株式会社ウエディングパーク 

取締役就任（現任）  

cybozu.net株式会社 

代表取締役CEO就任（現任）  

当社取締役就任（現任） 

 注１ 21 

取締役 
広告代理事業 

担当 
高村 彰典 昭和49年４月５日生

平成９年４月 

平成11年１月 

平成17年７月 

平成17年12月 

平成18年４月 

平成18年４月 

興和株式会社入社 

当社入社 

株式会社フラウディア・コミュニ

ケーションズ 

取締役就任（現任）  

当社取締役就任（現任） 

株式会社サイバー・バズ 
取締役就任（現任) 
株式会社シーエー・エイチ 
取締役就任（現任) 

 注１ 361 

取締役  
メディア事業 

担当  
渡辺 健太郎  昭和49年１月16日生

平成９年４月 

平成11年３月 

平成11年７月 

平成18年12月 

平成19年７月 

株式会社大塚商会入社  

当社入社  

当社大阪支社長就任  

当社取締役就任（現任） 

株式会社マイクロアド 

代表取締役就任（現任）  

 注１ 261 

常勤監査役   塩月 燈子 昭和48年１月９日生

平成８年４月 

平成11年８月 

平成11年10月 

平成12年７月 

日本航空株式会社入社 

タック株式会社 

（ＴＡＣ株式会社）入社 

公認会計士第二次試験合格 

当社監査役就任（現任） 

 注２ 48 

監査役   堀内 雅生 昭和44年11月13日生

平成４年４月 

平成７年４月 

平成10年３月 

平成13年10月 

平成16年２月 

平成18年２月 

平成19年５月 

日本インベストメント・ファイナ

ンス株式会社（現 エヌ・アイ・

エフＳＭＢＣベンチャーズ株式会

社）入社 

株式会社インテリジェンス入社 

当社監査役就任（現任） 

株式会社インテリジェンス 

経理財務部長就任 

株式会社オポチュニティ 

管理本部長就任 

（現 株式会社インテリジェンス 

メディアディビジョン） 

ミリオン株式会社 

管理本部副本部長就任 

株式会社インテリジェンス 

内部統制グループマネジャー就任

(現任） 

 注２ 304 

監査役   沼田 功 昭和39年６月13日生

昭和63年４月 

平成12年７月 

平成12年12月 

大和證券株式会社入社 

ファイブアイズ・ネットワークス

株式会社代表取締役就任（現任） 

当社監査役就任（現任） 

 注３ 317 

        計   2,348 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社グループは、グループ企業価値を最大化すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題と位置

付け、(1）透明な経営、(2）強固な管理体制、そして(3）アカウンタビリティを果たすため、多様な施策を実施し

ております。まず、取締役会においては、独立性の高い監査役３名が出席し、積極的に意見陳述を行うことによ

り、公正な意思決定が下されるよう、牽制を働かせております。また、当社グループは監査役会制度を採用し、各

監査役が取締役の業務執行の適法性を監査しております。さらに、株主及び投資家に対する公平でタイムリーな情

報提供、そして透明な経営を実現するため、積極的かつ迅速な情報開示を行っております。コンプライアンスにつ

きましては、法令のみならず社会規範の遵守及び企業倫理の確立と徹底を目的とした活動を行うため、コンプライ

アンス室を設置しております。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

当社グループのコーポレート・ガバナンス体制の概要図は下記のとおりであります。 

②会社の機関 

 当社では、定時取締役会を月に１回、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会には各取締役の

ほか、独立性を保持した監査役も出席し、重要な業務執行に関する意思決定を監督しております。監査役会は、非

常勤監査役２名（両名共に社外監査役）、常勤監査役１名で構成され、原則として月に１回定期監査役会を開催

し、常時取締役の業務執行状況の監査を行っております。 

③内部監査 

 内部監査につきましては、コンプライアンス室（３名）が行っております。具体的には、社内プロジェクト及び

当社グループ各社が、法令、定款、社会規範、社内規程、ならびに当社が所属するインターネット広告推進協議会

の定めるガイドラインに従い適正な企業活動を行っているか、また、業務フローにおいて適切な牽制が働いている



か否かを、監査役会との相互協力の上、書類の閲覧及び実地調査しております。コンプライアンス室は、四半期毎

に複数の部署及び当社グループ各社に対して内部監査を行い、内部監査報告書を作成し、取締役会に対し報告を行

っております。改善命令を受けた被監査部門の管掌取締役は、遅滞無く必要な措置を講じており、コンプライアン

ス室は内部監査終了後１年以内に改善状況の実地確認を行い、問題発生の未然防止を図っております。また当社

は、高いレベルでのコンプライアンス経営を実現するため、弁護士と顧問契約を締結しております。 

 さらに、監査役会は会計監査人及びコンプライアンス室と随時情報を交換し相互に連携を行い、適切な業務執行

の確保に努めております。 

④個人情報保護 

 個人情報保護につきましては、積極的に推進活動を実施しており、平成16年９月の定時取締役会においてコンプ

ライアンス・プログラムを決議、導入いたしました。既存社内規程の見直し、情報セキュリティ及び個人情報保護

関連規程、手順書ならびに各種管理台帳の制定・更新、牽制機能の強化を図る業務フロー及びシステムの導入、な

らびに法令遵守を目的とした様々な社内研修を実施し、コンプライアンス意識の向上を図っております。組織的な

施策内容については被監査部門のみならずグループ企業に対しても共有を図り、積極的な啓蒙活動を展開しており

ます。 

⑤情報セキュリティ体制の強化 

  情報セキュリティ体制の強化につきましては、外部の専門機関の協力を得てシステム監査を定期的に実施し、監

査結果については被監査部門のみならずグループ企業に対しても共有を図っております。また、平成16年９月より

システム監査年間計画を立案し、以降、継続的に監査の実施及び是正措置を講じております。これら施策により、

情報セキュリティ体制の更なる強化を図っております。脆弱性が発見された被監査部門におきましては速やかなる

是正措置を講じており、個人情報保護を含む情報セキュリティ体制を更に強化しております。 

⑥会社情報の開示 

 会社情報の開示につきましては、法令、東京証券取引所の開示ルール等に基づき、経営成績、財政状態、その他

法定開示事項について適時開示を行っております。また、四半期毎に決算記者会見、決算説明会を開催しておりま

す。全てのステークホルダーにタイムリーかつな情報開示を目指し、当社ＩＲサイトを通じて決算説明会の動画配

信、事業概況の説明、株主還元策、ニュースリリースのメール配信などを実施しております。平成19年には、日興

アイ・アール株式会社より当社ＩＲサイトの「分かりやすさ」「使いやすさ」「情報の多さ」という３視点を中心

に、新興市場においてランキング一位に選出されております。 



(3)会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要 

社外監査役２名につきましては、当社との特別な利害関係はありません。 

(4)責任限定契約の内容の概要 

  当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該 契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額でありま

す。 

(5)役員報酬の内容 

  

(6)監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬：  33 百万円 

上記以外の報酬                  ：  － 百万円 

(7)会計監査の状況 

 当社は、監査法人トーマツと監査契約及び四半期財務諸表に対する意見表明業務契約を締結し、会社法ならび

に証券取引法に基づく監査、及び四半期財務諸表に対する意見表明を受けております。当連結会計年度における

当社の監査体制は以下のとおりであります。 

・会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

  指定社員 業務執行社員 猪瀬 忠彦 

  指定社員 業務執行社員 早稲田 宏 

 ・会計監査業務に係わる補助者の構成 

  公認会計士 ４名  会計士補 ６名  その他 ５名 

(8)取締役の定数  

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

(9)自己株式の取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会決議をもって、自己株式を取得することができる旨を

定款に定めております。 

区分 支給人員 支給額 摘要 

取締役 7名 179百万円 

取締役報酬限度額は平成15年12月15日

の第６回定時株主総会決議により、年

額400百万円以内となっております。 

監査役 

(うち社外監査役分) 

3

(2

名 

名) 

12

(4

百万円 

百万円) 

監査役報酬限度額は平成10年３月17日

の創立総会決議により、年額30百万円

以内となっております。 

合計 

(うち社外役員) 

10

(2

名 

名) 

192

 (4

百万円 

百万円) 
  



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載し

ておりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較

を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日ま

で）及び前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）について、ならびに、金融商品取引法第193条

の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）の連結財務諸表及び当事業年

度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツの監査を受けておりま

す。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 金額（百万円） 
構成比 

（％） 金額（百万円） 
構成比 

（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金 ※２   19,937     17,206  

２ 受取手形及び売掛金 ※３   7,670     9,159  

３ 有価証券     232     1,207  

４ 棚卸資産     670     207  

５ 営業投資有価証券     15,881     3,000  

６ 預託金 ※２   4,190     6,214  

７ 繰延税金資産      380     377  

８ その他     1,600     2,128  

  貸倒引当金     △82     △108  

  流動資産合計     50,483 85.0   39,393 80.1 

Ⅱ 固定資産              

 １ 有形固定資産              

 (1) 建物及び構築物   569     711    

   減価償却累計額   △156 413   △247 464  

 (2) 車両運搬具   13     －    

   減価償却累計額   △5 8   － －  

 (3) 工具器具及び備品   1,648     2,432    

   減価償却累計額   △822 826   △1,272 1,160  

 (4) 建設仮勘定   13 13   － －  

  (5) その他   － －   33 33  

   有形固定資産合計     1,260 2.1   1,658 3.4 

 ２ 無形固定資産              

 (1) 営業権     90     －  

 (2) のれん     －     1,489  

 (3) ソフトウェア     1,058     994  

 (4) ソフトウェア仮勘定     106     －  

  (5) 連結調整勘定     1,230     －  

  (6) その他     6     233  

   無形固定資産合計     2,492 4.2   2,717 5.5 

 



    
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 金額（百万円） 
構成比 

（％） 金額（百万円） 
構成比 

（％） 

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   3,197     3,034  

(2）長期貸付金     226     7  

(3）繰延税金資産     288     285  

(4）その他     1,687     2,081  

   貸倒引当金     △224     △17  

    投資その他の資産合計     5,175 8.7   5,391 11.0 

 固定資産合計     8,928 15.0   9,768 19.9 

 資産合計     59,411 100.0   49,162 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 支払手形及び買掛金     4,599     5,571  

２ 短期借入金     142     187  

３ 預り取引保証金     4,440     7,124  

４ 未払法人税等     2,590     1,121  

５ ポイント引当金     494     457  

６ 繰延税金負債     5,426     373  

７ リース資産減損勘定     6     －  

８ その他      2,751     2,701  

  流動負債合計     20,451 34.4   17,536 35.7 

Ⅱ 固定負債              

１ 社債     200     200  

２ 長期借入金     50     251  

３ 繰延税金負債     72     1  

４ リース資産減損勘定     14     －  

５ その他     14     2  

  固定負債合計     351 0.6   455 0.9 

  負債合計     20,803 35.0   17,992 36.6 

 



    
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 金額（百万円） 
構成比 

（％） 金額（百万円） 
構成比 

（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

 １ 資本金     6,722 11.3   6,746 13.7 

 ２ 資本剰余金     6,057 10.2   6,081 12.4 

 ３ 利益剰余金     10,754 18.1   12,172 24.8 

   株主資本合計     23,535 39.6   25,000 50.9 

Ⅱ 評価・換算差額等              

 １ その他有価証券評価差 
     額金     8,435 14.2   516 1.0 

 ２ 為替換算調整勘定     6 0.0   △2 △0.0 

    評価・換算差額等合計     8,441 14.2   514 1.0 

Ⅲ 新株予約権     0 0.0   0 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     6,631 11.2   5,655 11.5 

   純資産合計     38,608 65.0   31,170 63.4 

    負債純資産合計     59,411 100.0   49,162 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

    

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 金額（百万円） 
百分比 

（％） 金額（百万円） 
百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     60,115 100.0   76,007 100.0 

Ⅱ 売上原価     36,514 60.8   46,854 61.7 

売上総利益     23,600 39.2   29,153 38.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   19,257 32.0   23,652 31.1 

営業利益     4,342 7.2   5,501 7.2 

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息   5     30    

２ 受取配当金   0     1    

３ 有価証券利息   51     31    

４ 有価証券売却益    32     －    

５ 投資有価証券評価益   10     －    

６ デリバティブ評価益    14     0    

７ その他   50 165 0.3 59 123 0.2 

Ⅴ 営業外費用              

１ 支払利息   5     7    

２ 有価証券評価損   1     0    

３ 投資有価証券評価損   10     37    

４ 有価証券売却損    32     0    

５ 新株発行費   33     －    

６ 株式交付費   －     0    

７ 消費税等調整額   26     32    

８ 為替差損   1     24    

９ 持分法による投資損失   401     357    

10 貸倒引当金繰入   225     －    

11 貸倒損失   3     －    

12 開業費    －     15    

13 その他   44 785 1.3 3 480 0.6 

経常利益     3,722 6.2   5,143 6.8 

 



    

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 金額（百万円） 
百分比 

（％） 金額（百万円） 
百分比 

（％） 

Ⅵ 特別利益              

１ 固定資産売却益 ※２ 6     －    

２ 投資有価証券売却益   1,358     0    

３ 関係会社株式売却益    1,999     291    

４ 貸倒引当金戻入益   33     0    

５ 持分変動益   2,346     167    

６ 事業譲渡益    22     －    

７ 損害賠償金収入   － 5,766 9.6 － 460 0.6 

Ⅶ 特別損失              

１ 投資有価証券売却損   41     －    

２ 投資有価証券評価損   72     303    

３ 固定資産売却損 ※３ 4     0    

４ 固定資産除却損 ※４ 131     201    

５ 棚卸資産評価損    9     －    

６ 持分変動損   310     12    

７ 支払補償損失    60     8    

８  事業撤退損   58     339    

９ 事業譲渡損   3     －    

10 事業再構築損    －     143    

11 賃貸契約解約損    25     16    

12 減損損失  ※５ 1,191     441    

13 移転費用   13 1,921 3.2 － 1,466 1.9 

税金等調整前当期純利益     7,567 12.6   4,137 5.5 

法人税、住民税及び事業
税   3,359     2,575    

法人税等調整額   △128 3,231 5.4 4 2,579 3.4 

少数株主利益（△損失）     35 0.1   △458 △0.6 

当期純利益     4,300 7.1   2,016 2.7 

               



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日）                             (単位：百万円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年９月30日 残高 6,591 5,926 6,815 19,332 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 131 131   263 

剰余金の配当     △393 △393 

利益処分による役員賞与      △15 △15 

当期純利益     4,300 4,300 

連結子会社の減少による増加     11 11 

持分法適用会社の減少に伴う増加      34 34 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 131 131 3,938 4,202 

平成18年９月30日 残高 6,722 6,057 10,754 23,535 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年９月30日 残高 451 △2 449 0 2,035 21,817 

連結会計年度中の変動額            

新株の発行           263 

剰余金の配当           △393 

利益処分による役員賞与            △15 

当期純利益           4,300 

連結子会社の減少による増加           11 

持分法適用会社の減少に伴う増加            34 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
7,983 8 7,992 △0 4,595 12,588 

連結会計年度中の変動額合計 7,983 8 7,992 △0 4,595 16,790 

平成18年９月30日 残高 8,435 6 8,441 0 6,631 38,608 



当連結会計年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日）                             (単位：百万円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年９月30日 残高 6,722 6,057 10,754 23,535 

連結会計年度中の変動額        

新株の発行 23 23   46 

剰余金の配当     △593 △593 

当期純利益     2,016 2,016 

連結子会社の減少による減少     △4 △4 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 23 23 1,418 1,465 

平成19年９月30日 残高 6,746 6,081 12,172 25,000 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年９月30日 残高 8,435 6 8,441 0 6,631 38,608 

連結会計年度中の変動額            

新株の発行           46 

剰余金の配当           △593 

当期純利益           2,016 

連結子会社の減少による減少           △4 

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額（純額） 
△7,918 △8 △7,927 0 △975 △8,903 

連結会計年度中の変動額合計 △7,918 △8 △7,927 0 △975 △7,437 

平成19年９月30日 残高 516 △2 514 0 5,655 31,170 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 

至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   7,567 4,137 

２ 減価償却費   969 1,156 

３ 固定資産除却損   144 201 

４ 固定資産売却益   △6 － 

５ 有形固定資産売却損   4 0 

６ 連結調整勘定償却額   230 － 

７ のれん償却額   － 333 

８ 事業譲渡益   △22 － 

９ 事業譲渡損   3 － 

10 事業撤退損   58 339 

11 事業再構築損   － 143 

12 貸倒引当金の増減額（減少：△）   258 42 

13 受取利息   △57 △62 

14 支払利息   5 7 

15  有価証券売却益   △32 － 

16 有価証券売却損   32 0 

17 有価証券評価損   1 0 

18 投資有価証券評価益   △10 － 

19 投資有価証券売却益   △1,358 △0 

20 投資有価証券売却損   41 － 

21 投資有価証券評価損   82 341 

22 関係会社株式売却益   △1,999 △291 

23 デリバティブ評価益   △14 △0 

24  為替差損（利益：△）   1 24 

25 持分法による投資損失（利益：△）   401 357 

26 持分変動益   △2,346 △167 

27 持分変動損   310 12 

28 減損損失   1,191 441 

29 新株発行費   33 － 

30 株式交付費   － 0 

31 売上債権の減少額（増加：△）   △1,437 △2,006 

32 棚卸資産の増減額（増加：△）   △339 △93 

33 営業投資有価証券の増減額 

   （増加：△） 
  △866 91 

34 その他資産の増減額（増加：△）   58 116 

35 仕入債務の増減額（減少：△）   1,053 1,381 

36 未払金の増減額（減少：△）   548 44 

37 未払消費税等の増減額（減少：△）   △54 58 

38 その他負債の増減額（減少：△）   △250 210 

39 役員賞与の支払額   △15 － 

小計   4,186 6,821 

40 利息及び配当金の受取額   62 64 

41 利息の支払額   △5 △7 

42 法人税等の支払額   △2,071 △4,028 

 営業活動によるキャッシュ・フロー   2,171 2,849 

 



    

前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 

至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金の預入による支出   － △550 

２ 定期預金の払戻による収入   200 － 

３ 有形固定資産の取得による支出   △993 △1,282 

４ 有形固定資産の売却による収入   29 3 

５ 無形固定資産の取得による支出   △1,113 △1,163 

６ 有価証券の売却による収入   302 30 

７ 有価証券の取得による支出   △188 － 

８ 投資有価証券の売却による収入   2,628 － 

９ 投資有価証券の償還による収入   500 － 

10 投資有価証券の取得による支出   △1,049 △436 

11 関係会社株式の売却による収入   1,840 183 

12 関係会社株式の取得による支出   △665 △822 

13 関係会社社債の取得による支出   － △80 

14 連結範囲変更を伴う関係会社株式の売

却による収入 
※３ 322 169 

15 連結範囲変更を伴う関係会社株式の取

得による支出 
※２ △454 △107 

16 貸付金の回収による収入   155 92 

17 敷金保証金の増加による支出   △381 △353 

18 その他投資活動による収入   245 142 

19 その他投資活動による支出   △303 △456 

 投資活動によるキャッシュ・フロー   1,073 △4,631 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入れによる収入   504 53 

２ 短期借入金の返済による支出   △497 △51 

３ 長期借入れによる収入   100 400 

４ 長期借入金の返済による支出   △65 △468 

５ 社債の発行による収入   200 － 

６ 株式の発行による収入   263 46 

７ 少数株主への株式の発行による収入   5,335 600 

８ 配当金の支払額   △387 △581 

９ 少数株主への配当の支払額   － △101 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   5,452 △102 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △1 △31 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 

   （減少：△） 
  8,696 △1,916 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,186 20,028 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の 

減少 
  － △330 

Ⅷ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 

増加 
  144 － 

Ⅸ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額   － 66 

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 20,028 17,848 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    37社 連結子会社の数    40社 

  主要な連結子会社 主要な連結子会社 

  株式会社シーエー・モバイル 

株式会社ＥＣナビ 

株式会社ネットプライス 

株式会社インターナショナルスポーツ 

          マーケティング 

株式会社シーエーサーチ 

株式会社シーエー・キャピタル 

株式会社ジークレスト 

株式会社ウエディングパーク 

株式会社ケータイソリューション 

CA MOBILE CHINA,LTD. 

株式会社アメーバブックス 

株式会社フラウディア・ 

       コミュニケーションズ 

 株式会社クラウンジュエル 

 株式会社ルークス 

 株式会社エムシープラス 

 cybozu.net株式会社 

 株式会社サイバーエージェント・ 

          インベストメント 

 株式会社サイバー・バズ 

 株式会社シーエー・エイチ 

 株式会社ストアファクトリー 

 株式会社アドプレイン 

 サイバーエージェントCA-Ⅰ 

        投資事業有限責任組合 

 投資事業組合CAJ-1 

株式会社シーエー・モバイル 

株式会社ＥＣナビ 

株式会社ネットプライスドットコム 

株式会社サイバーエージェントＦＸ 

株式会社ジークレスト 

 株式会社サイバーエージェント・ 

          インベストメント 

 株式会社サイバー・バズ 

 サイバーエージェントCA-Ⅰ 

        投資事業有限責任組合 

 投資事業組合CAJ-1 

  他14社  

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

   株式会社シーエー・キャピタルにつ

きましては、平成18年10月1日付で株式

会社サイバーエージェントＦＸへ社名

変更いたしました。 

 cybozu.net株式会社、株式会社サイ

バーエージェント・インベストメン

ト、株式会社サイバー・バズ、 株式会

社シーエー・エイチ、 株式会社ストア

ファクトリー、 株式会社アドプレイン

他９社につきましては、当連結会計年

度に新規設立したことまたは株式を取

得したことに伴い、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。 

 ユミルリンク株式会社につきまして

は、当連結会計年度に株式を売却した

ことに伴い、連結の範囲より除外して

おります。ただし、平成17年10月1日か

ら平成17年12月31日（みなし売却日）

までの損益計算書について連結してお

ります。 

 株式会社ルークスにつきましては、

当連結会計年度において、持分比率の

低下により連結子会社ではなくなりま

したので、持分法を適用する関連会社

としております。ただし、平成18年10

月１日から平成18年12月31日までの損

益計算書について連結しております。 

 株式会社エムシープラスにつきまし

ては、当連結会計年度において保有株

式の一部を売却したことにより連結の

範囲から除外しましたので、持分法を

適用する関連会社としております。た

だし、平成18年10月１日から平成19年3

月31日までの損益計算書について連結

しております。 

 株式会社フィナンシャルプラスにつ

きましては、当連結会計年度に株式を

売却したことに伴い、連結の範囲より

除外しております。ただし、平成18年

10月1日から平成19年７月31日（みなし

売却日）までの損益計算書について連

結しております。 

 株式会社スーパースイーツ他10社に

つきましては、当連結会計年度に新規

設立したことまたは株式を取得したこ

と等に伴い、連結の範囲に含め、

CA MOBILE CHINA,LTD.他2社につきまし

ては、当連結会計年度に会社を清算し

たことに伴い、連結の範囲から除外し

ております。 

 株式会社アメーバブックス及び株式

会社ストアファクトリーにつきまして

は、平成19年９月27日付けで解散を決

議し、現在清算手続き中であります。 

    他の会社の議決権の100分の50超を自

己の計算において所有しているにもか

かわらず連結子会社としなかった当該

他の会社等の名称 

   株式会社アットパーティー 

 連結子会社としなかった理由 

 当社の営業目的である投資育成のた

めに取引したものであり、営業、人

事、資金その他の取引を通して、投資

先会社の支配を目的としたものでない

ためであります。 

  他の会社の議決権の100分の50超を自

己の計算において所有しているにもか

かわらず連結子会社としなかった当該

他の会社等の名称 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

２ 持分法の適用に関する事項 持分法を適用した関連会社数 ８社 

主要な会社名 

株式会社日本テレビ 

      フットボールクラブ 

CA-JAICチャイナ・ 

    インターネットファンド 

他６社 

持分法を適用した関連会社数 ７社 

主要な会社名 

株式会社日本テレビ 

      フットボールクラブ 

株式会社ルークス 

株式会社エムシー・プラス 

CA-JAICチャイナ・ 

    インターネットファンド 

    株式会社日本テレビフットボールク

ラブにつきましては、当連結会計年度

において株式を取得したことに伴い、

当連結会計年度より持分法を適用し関

連会社に含めております。 

 株式会社クレッシェンドにつきまし

ては、当連結会計年度において、所有

しているすべての株式を売却したため

持分法を適用する関連会社から除外し

ております。 

 ジェット証券株式会社につきまして

は、持分比率の低下により関連会社で

はなくなりましたので、当連結会計年

度より持分法を適用する関連会社から

除外しております。  

 株式会社ルークスにつきましては、

当連結会計年度において、持分比率の

低下により連結の範囲から除外しまし

たので、持分法を適用する関連会社と

しております。ただし、平成18年10月

１日から平成18年12月31日までの損益

計算書について連結しております。 

 株式会社エムシープラスにつきまし

ては、当連結会計年度において、保有

株式の一部売却により持分が低下した

ことで連結の範囲から除外しましたの

で、持分法を適用する関連会社として

おります。ただし、平成18年10月１日

から平成19年３月31日までの損益計算

書について連結しております。 

   他の会社の議決権の100分の20以上、

100分の50以下を自己の計算において所

有しているにもかかわらず関連会社と

しなかった当該他の会社等の名称 

   株式会社トラフィックゲート 

 関連会社としなかった理由 

 当社の営業目的である投資育成のた

めに取引したものであり、営業、人

事、資金その他の取引を通して、投資

先会社の支配を目的としたものでない

ためであります。 

 他の会社の議決権の100分の20以上、

100分の50以下を自己の計算において所

有しているにもかかわらず関連会社と

しなかった当該他の会社等の名称 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関

する事項 

 連結子会社のうち、CA MOBILE CHIN

A,LTD.他２社の決算日は12月31日であ

り、他１社の決算日は３月31日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日において、連結財務諸表作

成の基礎となる財務諸表を作成するた

めに必要とされる決算を行っておりま

す。 

 また、株式会社エムシープラスの決

算日は８月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

決算に基づく財務諸表を調整したうえ

で使用しております。 

 連結子会社のうち、１社の決算日は12

月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、

連結決算日において、連結財務諸表作

成の基礎となる財務諸表を作成するた

めに必要とされる決算を行っておりま

す。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

４ 会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

  ａ）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は主として

移動平均法により算定しており

ます。） 

ａ）売買目的有価証券 

    同 左 

  ｂ）その他有価証券 

 （営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。 

（評価差額は全部純資産直入

法 により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算

定しております。） 

ｂ）その他有価証券 

 （営業投資有価証券を含む） 

時価のあるもの 

   同 左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

  なお、関連会社である投資

業組合に対する出資金につい

ては、(6)投資事業組合への

出資金に係る会計処理に基づ

き処理しております。  

 ②デリバティブの評価基準及び 

  評価方法 

    時価法を採用しております。 

時価のないもの 

同 左 

   

 ②デリバティブの評価基準及び 

  評価方法 

同 左 

  ③棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品… 主に個別法による原価 

法を採用しておりま

す。 

仕掛品…個別法による原価法を

採用しております。 

貯蔵品…主に最終仕入原価法を

採用しております。 

③棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品…  同 左 

  

仕掛品… 同 左 

貯蔵品… 同 左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の 

 方法 

①有形固定資産 

 定率法を採用しております。な

お、主な耐用年数は建物10～15

年、工具器具備品４～８年であり

ます。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の 

 方法 

①有形固定資産 

同 左 

  ②無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、ソフトウェア（自社利用）に

ついては社内における見込利用可

能期間（５年以内）による定額法

を採用しております。営業権につ

いては経済的耐用年数により５年

以内で毎期均等額を償却しており

ます。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、ソフトウェア（自社利用）に

ついては社内における見込利用可

能期間（５年以内）による定額法

を採用しております。 

  ③長期前払費用 

 均等償却をしております。 

③長期前払費用 

同 左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ために、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込み額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同 左 

  ポイント引当金 

 ライフマイル会員等の将来のポ

イント行使による支出に備えるた

め、当期に付与したポイントに対

し利用実績率等に基づき算出し

た、翌期以降に利用されると見込

まれるポイントに対する所要額を

計上しております。 

ポイント引当金 

 自社グループメディア会員等の

将来のポイント行使による支出に

備えるため、当連結会計年度に付

与したポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌連結会計

年度以降に利用されると見込まれ

るポイントに対する所要額を計上

しております。 

  (4）重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

(4）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

開業費 

 支出時に全額費用処理しており

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(6) 投資事業組合への出資金に係る会

計処理 

 投資事業組合への出資金に係る会計

処理は、組合の当連結会計年度に係る

財務諸表に基づいて、組合の資産、負

債、収益及び費用を連結会社の出資持

分割合に応じて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

(6) 投資事業組合への出資金に係る会

計処理 

 投資事業組合への出資金に係る会計

処理は、主に組合の当連結会計年度に

係る財務諸表に基づいて、組合の資

産、負債、収益及び費用を連結会社の

出資持分割合に応じて計上しておりま

す。 

  (7）その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

同 左 

  (8）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しておりま

す。 

(8）連結納税制度の適用 

同 左 

５ 連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同 左 

６ 連結調整勘定の償却に関する

事項 

 連結調整勘定の償却については、そ

の個別案件毎に判断し、20年以内の合

理的な年数で償却しております。な

お、金額的に重要性のない場合には、

発生時に全額償却しております。 

――――― 

７ のれんの償却に関する事項 ―――――  のれんの償却については、その個別

案件毎に判断し、20年以内の合理的な

年数で償却しております。なお、金額

的に重要性のない場合には、発生時に

全額償却しております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない、取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

  

同 左 

  



（会計処理の変更） 

前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  会計基準の新規適用に伴い、当連結会計年度より固

定資産の減損に係る会計基準「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益は1,191百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

（企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基

準） 

 当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）な

らびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 最終改正 

平成18年12月22日）を適用しています。 

（役員賞与に係る会計基準） 

 当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用しております。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益、

税金等調整前当期純利益は、それぞれ16百万円減少して

おります。 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産については、「新定

率法」を採用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

（貸借対照表の「純資産の部」の表示） 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号）に基づいて貸借対

照表を作成しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、31,976百万

円であります。 

  なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

――――――― 

 



前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

（投資事業組合等の出資に係る会計処理） 

 連結子会社が運営する投資事業組合等は、当該組合等

の資産、負債及び収益、費用は持分割合に応じて各出資

者に帰属すると考え、連結子会社が運営する投資事業組

合等は子会社・関連会社として取扱わず、当該投資事業

組合等への出資金に係る会計処理は、組合の連結会計年

度に係る連結財務諸表に基づいて、組合の資産、負債及

び収益、費用を連結会社の持分割合に応じて計上してお

りましたが、当連結会計年度より、「投資事業組合に対

する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の

取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第20号 平

成18年９月８日）を適用し、２組合を連結子会社とし、

１組合を関連会社（持分法非適用）とすることといたし

ました。 

  この変更により、従来の会計処理によった場合に比

べて、総資産が2,423百万円増加し、売上高が74百万

円、営業利益が67百万円、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が67百万円増加しております。 

――――――― 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「営業投資有価

証券の増減額」は、前連結会計年度まで「棚卸資産の増

減額」に含めて表示されておりましたが、金額的重要性

が増したため、区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「棚卸資産の増減額」に含ま

れている「営業投資有価証券の増減額」は△571百万円で

あります。 

 (連結貸借対照表) 

１. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました固定資

産の「車両運搬具」、「建設仮勘定」、「ソフトウェ

ア仮勘定」、流動負債の「リース資産減損勘定」、固

定負債の「リース資産減損勘定」は、当連結会計年度

において総資産の100分の1以下となりましたので、そ

れぞれ有形固定資産「その他」、無形固定資産「その

他」、流動負債「その他」、固定負債「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度末の「車両運搬具」は5百万

円、「建設仮勘定」は28百万円、「ソフトウェア仮勘

定」は225百万円、流動負債の「リース資産減損勘定」

は1百万円、固定負債の「リース資産減損勘定」は2百

万円であります。 

２. 前連結会計年度において「営業権」及び「連結調整

勘定」として掲記されていたものは、連結財務諸表規

則の改正に伴い、当連結会計年度より合算して「のれ

ん」として表示しております。 

 なお、当連結会計年度末の「営業権」は33百万円、

「連結調整勘定」は1,455百万円であります。 

――――――― （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において「新株発行費」として掲記さ

れていたものは、連結財務諸表規則の改正に伴い、当連

結会計年度より「株式交付費」として表示しておりま

す。  

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

 従来、連結子会社として処理しておりましたユミルリ

ンク株式会社につきましては、当連結会計年度に同社の

株式の大部分を譲渡し、連結の範囲から除外したため、

残存分についてその保有目的を見直した結果、投資育成

事業目的に所有目的を変更し、営業投資有価証券に振り

替えております。 

――――――― 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）      268百万円 投資有価証券（株式）    222百万円

投資有価証券（社債）    124百万円

※２ 外国為替保証金取引について顧客より預託を受け

た金銭（顧客預託金）を自己の固有の財産と分別し

て保管しております。その資産は次のとおりであり

ます。 

※２ 外国為替保証金取引について顧客より預託を受け

た金銭（顧客預託金）を自己の固有の財産と分別し

て保管しております。その資産は次のとおりであり

ます。 

 現金及び預金 

 その他流動資産 

     108百万円

   4,190百万円

 現金及び預金 

 預託金 

13百万円

6,214百万円

※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が当連結会計年度末

残高に含まれております。 

 受取手形                      6百万円 

※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。 

 なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれております。 

 受取手形                         6百万円 

４ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

２行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

４ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

３行と当座貸越契約を締結しております。この契約

に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越極度額の総額 2,500百万円

借入実行残高   －百万円

差引額  2,500百万円

当座貸越極度額の総額 3,500百万円

借入実行残高  －百万円

差引額 3,500百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当    5,906百万円

           

給与手当 7,404百万円

 ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。  ※２  

――――――― 

工具器具及び備品      6百万円

計      6百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。  ※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。  

工具器具及び備品 3百万円

車両運搬具  0百万円

ソフトウェア 0百万円

     計 4百万円

工具器具及び備品 0百万円

     計 0百万円

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物      30百万円

工具器具及び備品       27百万円

営業権        2百万円

ソフトウェア       64百万円

原状回復費用       5百万円

リース解約損       0百万円

計      131百万円

建物附属設備 1百万円

工具器具及び備品 9百万円

ソフトウェア 132百万円

ソフトウェア仮勘定 57百万円

リース解約損  0百万円

計 201百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

  （１）減損損失を認識した主な資産 

※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。 

  （１）減損損失を認識した主な資産 

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 事業用資産  建物付属設備 

東京都渋谷区 事業用資産  工具器具備品 

東京都渋谷区 事業用資産   ソフトウェア 

東京都渋谷区  事業用資産   建設仮勘定 

東京都渋谷区  事業用資産  ソフトウェア仮勘定

東京都渋谷区  事業用資産  営業権 

東京都渋谷区  事業用資産  商標権 

東京都渋谷区  事業用資産   リース資産 

－  その他  連結調整勘定 

東京都港区  事業用資産  車両運搬具 

東京都港区 事業用資産  工具器具備品 

東京都港区  事業用資産   ソフトウェア 

東京都港区  事業用資産   ソフトウェア仮勘定

東京都港区  事業用資産  リース資産  

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 事業用資産  建物付属設備 

東京都渋谷区 事業用資産  工具器具備品 

東京都渋谷区 事業用資産  ソフトウェア 

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア仮勘定 

東京都渋谷区 事業用資産   リース資産 

－ その他  のれん 

東京都渋谷区 事業用資産 
前払費用及び 
長期前払費用 

東京都渋谷区 事業用資産  保証金 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 メディア事業（広告）及びメディア事業（EC（物

販））の一部事業につきまして、当初想定していた

収益を見込めなくなったため、当該事業に係る資産

グループについて減損損失を認識しております。  

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 メディア事業（広告）、メディア事業（EC（物販））、

メディア事業（EC（仲介・課金））及びメディア事業（そ

の他）の一部事業につきまして、当初想定していた収益を

見込めなくなったため、当該事業に係る資産グループにつ

いて減損損失を認識しております。 

（３）減損損失の金額  

建物付属設備      9百万円

車両運搬具  0百万円

工具器具備品   393百万円

ソフトウェア      378百万円

建設仮勘定  7百万円

ソフトウェア仮勘定  1百万円

営業権   5百万円

商標権   0百万円

リース資産   21百万円

連結調整勘定   373百万円

計    1,191百万円

（３）減損損失の金額  

建物付属設備      9百万円

工具器具備品     101百万円

ソフトウェア  92百万円

ソフトウェア仮勘定  6百万円

リース資産 2百万円

電話加入権  0百万円

のれん   204百万円

前払費用及び 

長期前払費用  
16百万円

保証金  6百万円 

計 441百万円

 



前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（４）資産のグルーピングの方法 

 当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単

位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グル

ーピングを行っております。 

（４）資産のグルーピングの方法 

同左 

（５）回収可能価額の算定方法 

 当社グループの回収可能価額は使用価値を使用し

ており、将来キャッシュ・フローの見積もりによっ

て算定しております。 

（５）回収可能価額の算定方法 

 メディア事業（広告）、メディア事業（EC（物

販））及びメディア事業（その他）における減損対

象資産の回収可能価額は使用価値を使用しており、

将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体

的な割引率の算定は行っておりません。 

 メディア事業（EC（仲介・課金））における減損

対象資産の回収可能価額は正味売却価額を使用して

おり、正味売却価額は前払費用及び長期前払費用の

返還価額をもって算出しております。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）  

  

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

（注）普通株式の発行済株式総数の増加331,682株は、平成17年11月18日付で行った株式分割（１：２）による増加   

   327,742株、新株予約権の行使による増加3,940株であります。   

  

２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額  

（注） 平成17年11月18日付をもって普通株式１株を２株に分割しております。 

  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式     （注） 327,742 331,682 － 659,424 

合計 327,742 331,682 － 659,424 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成17年12月18日 

定時株主総会 
普通株式 393 利益剰余金 1,200 平成17年９月30日 平成17年12月18日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 593 利益剰余金 900 平成18年９月30日 平成18年12月21日



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日）  

  

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 (注）普通株式の発行済株式総数の増加800株は新株予約権の権利行使による増加であります。 

  

２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額  

  

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの  

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式     （注） 659,424 800 － 660,224 

合計 659,424 800 － 660,224 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 593 利益剰余金 900 平成18年９月30日 平成18年12月21日

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 660 利益剰余金 1,000 平成19年９月30日 平成19年12月21日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日） （平成19年９月30日） 

現金及び預金勘定   19,937百万円

容易に換金可能でありかつ価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない有価証券 

     201百万円

計   20,138百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
     △1百万円

分離保管預金   △108百万円

現金及び現金同等物   20,028百万円

現金及び預金勘定 17,206百万円

容易に換金可能でありかつ価

値の変動について僅少なリス

クしか負わない有価証券 

1,206百万円

計 18,413百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
△551百万円

分離保管預金 △13百万円

現金及び現金同等物 17,848百万円

※２ 株式の取得により新たに３社を連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに上記３

社の株式の取得状況と上記３社の取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

※２ 株式の取得により新たに１社を連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに上記１

社の株式の取得状況と上記１社の取得のための支出

（純額）との関係は次のとおりであります。 

流動資産  133百万円

固定資産    65百万円

連結調整勘定 516百万円

流動負債 △63百万円

固定負債 △112百万円

上記３社の株式取得価額合計 539百万円

上記３社の現金及び現金同等物 △84百万円

上記３社株式取得のための支出  454百万円

流動資産 90百万円

固定資産 21百万円

のれん 420百万円

流動負債 △73百万円

固定負債 △323百万円

上記１社の株式取得価額合計 135百万円

上記１社の現金及び現金同等物 △27百万円

上記１社株式取得のための支出 107百万円

※３ 株式の売却によりユミルリンク株式会社が連結子

会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳ならびにユミルリンク株式会社の売却価格と

売却による収入（純額）は次のとおりであります。 

流動資産    208百万円

固定資産 35百万円

流動負債 △248百万円

固定負債 △8百万円

株式売却益  386百万円

ユミルリンク株式会社の 

売却価額 

373百万円

ユミルリンク株式会社の 

現金及び現金同等物 

  △51百万円

差引：売却による収入 322百万円

※３ 株式の売却により株式会社エムシープラス及びフ

ィナンシャルプラスが連結子会社でなくなったこと

に伴う売却時の資産及び負債の内訳ならびに上記２

社の売却価格と売却による収入（純額）は次のとお

りであります。 

流動資産 504百万円

固定資産 133百万円

流動負債 △194百万円

固定負債 △20百万円

少数株主持分   △210百万円

関係会社株式   △133百万円

株式売却益  138百万円

上記２社の売却価額 218百万円

上記２社の現金及び現金同等物 △48百万円

差引：売却による収入 169百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

減損損失
累計額相
当額  

期末残高
相当額 

  
百万円 百万円 百万円 百万円 

工具器具及び
備品 

394 80 4 308

ソフトウェア 34 5 14 14

合計 428 86 18 323

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

減損損失
累計額相
当額  

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円 百万円 

工具器具及び
備品 

432 159 － 273

ソフトウェア 15 5 － 10

合計 448 164 － 284

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

１年内       89百万円

１年超      257百万円

合計      346百万円

リース資産減損勘定の残高    18百万円

１年内 94百万円

１年超 198百万円

合計 292百万円

リース資産減損勘定の残高  －百万円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料     63百万円

リース資産減損勘定の取崩額    －百万円

減価償却費相当額    59百万円

支払利息相当額    7百万円

減損損失   18百万円

支払リース料 113百万円

リース資産減損勘定の取崩額  －百万円

減価償却費相当額 102百万円

支払利息相当額 12百万円

減損損失  －百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同 左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同 左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年9月30日） 

１ 売買目的有価証券 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円） 

1 0 

 区分  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

営業投資有価証券に属するもの      

(1）株式  136 14,061 13,924 

(2）債券 － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  136 14,061 13,924 

  投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  938 1,124 185 

  (2）債券  － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  938 1,124 185 

  合計  1,075 15,185 14,110 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

 有価証券に属するもの      

(1）株式  － － － 

(2）債券 30 29 △0 

  (3）その他  － － － 

  小計  30 29 △0 

   営業投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  － － － 

  (2）債券 － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  － － － 

   投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  63 45 △17 

  (2）債券  500 414 △85 

  (3）その他  － － － 

   小計  563 459 △103 

  合計 593 489 △104 

総計  1,668 15,674 14,006 



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１ 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損 72百万円を計上しております。 

２ 従来、投資有価証券として表示しておりました株式（0百万円）につきましては、当連結会計年度に同社の

株式の大部分を譲渡し、連結の範囲から除外したため、残存分についてその保有目的を見直した結果、投資

育成事業目的に所有目的を変更し、営業投資有価証券に振り替えております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

8,826 7,016 73 

区分 種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  有価証券に属するもの 

 非上場株式 

  債券 

  その他 

  

－ 

－ 

201 

 
   小計 201 

 

営業投資有価証券に属するもの 

  非上場株式 

  その他 

  

1,667 

153 

     小計 1,820 

 

投資有価証券に属するもの 

  非上場株式 

  その他 

  

980 

365 

     小計 1,345 

(2）関連会社株式  非上場株式 268 

合計   3,635 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

投資有価証券に属するもの         

１．債券  － － － － 

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 29 － － 414 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － － － 

合計 29 － － 414 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年9月30日） 

１ 売買目的有価証券 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額（百万円） 

1 △0 

 区分  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 

（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

営業投資有価証券に属するもの      

(1）株式  132 1,353 1,220 

(2）債券 － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  132 1,353 1,220 

  投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  4 6 2 

  (2）債券  － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  4 6 2 

  合計  136 1,360 1,223 

 連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

 営業投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  85 81 △4 

  (2）債券 － － － 

  (3）その他  － － － 

  小計  85 81 △4 

   投資有価証券に属するもの      

  (1）株式  950 791 △159 

  (2）債券  500 418 △81 

  (3）その他  － － － 

   小計  1,450 1,210 △240 

  合計 1,536 1,291 △244 

総計  1,672 2,651 979 



３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１ 当連結会計年度において営業投資有価証券について減損処理を行い、営業投資有価証券評価損（売上原価）

を275百万円計上しております。 

２ 当連結会計年度において投資有価証券について減損処理を行い、投資有価証券評価損（特別損失）を303百

万円計上しております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定 

次へ 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

7,629 7,492 － 

区分 種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券  有価証券に属するもの 

 非上場株式 

  債券 

  その他 

  

－ 

－ 

1,206 

 
   小計 1,206 

 

営業投資有価証券に属するもの 

  非上場株式 

  その他 

  

1,534 

31 

     小計 1,566 

 

投資有価証券に属するもの 

  非上場株式 

関係会社社債 

  その他 

  

1,064 

124 

406 

     小計 1,595 

(2）関連会社株式  非上場株式 222 

合計   4,590 

区分 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

投資有価証券に属するもの         

１．債券          

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 44 80 － 418 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － － － 

合計 44 80 － 418 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ２．組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評価 

 し、時価差額を損益に計上しております。 

当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

種類 契約金額（百万円） 時価 (百万円) 評価損益 (百万円)

市場取引以外の取引 複合金融商品 100 97 △2 

合計 100 97 △2 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

――――――― 

 （外国為替保証金取引） 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 当社は、事業目的として顧客との相対取引により外

国為替保証金取引を行うと共に、顧客との取引により

生じるリスクをヘッジするためにカウンターパーティ

ーとの相対取引による為替取引（カバー取引）を行っ

ております。 

  

  

(2) 取引に対する取組方針 

 顧客との相対取引による外国為替保証金取引は、当

社の配信・提示する為替レートに対するインターネッ

トを経由した注文の受注・約定により成立します。こ

のとき、ディーリング部門においては、顧客の約定の

結果生じる為替変動リスクをヘッジするために、ディ

ーリング部内規により、カウンターパーティーに対し

てカバー取引を実施し、原則として通貨ペア毎に当社

全体の為替ポジションの大幅な偏りを持たないように

運用しており、営業日が変わる時点においては、通貨

ペア毎の為替ポジションを0とするように管理してお

ります。 

  

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

 顧客との外国為替保証金取引においては、為替相場

の急激な変動等の要因により顧客が保証金の金額を超

える損失を被る可能性があり、このとき顧客に対して

金銭債権が生じることによって信用リスクが発生する

場合があります。一方、カウンターパーティーとのカ

バー取引においては、当社が行うカバー取引の実行及

び決済等の履行に係る信用リスクを有しております。

 また、当社は、顧客との外国為替保証金取引により

生じる為替変動リスクをカバー取引によりヘッジする

ことを為替ポジション管理の原則としておりますが、

カバー取引の管理に不備がある場合、為替変動リスク

のヘッジが意図と異なり、思わぬ損失が生じてしまう

リスクを有しております。 

 



 ２．取引の時価等に関する事項 

 （注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

 ２．組込デリバティブについては、時価を合理的に区分して測定できないため、複合金融商品全体を時価評価 

 し、時価差額を損益に計上しております。 

３．時価の算定方法については当連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません  

当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません  

次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

  

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

 顧客の信用リスクに対しては、顧客の損失が保証金

に対して一定の比率を超えると未決済ポジションを自

動的に決済するロスカットルールを採用することによ

り、顧客が預かり資産以上の損失を被り、信用リスク

が発生する可能性の極小化を図っております。 

 カウンターパーティーの信用リスクに関しては、信

用度の高い金融機関のみをカウンターパーティーとし

て複数選定することにより、信用リスクを分散させて

おります。 

 また、カバー取引の実施にあたっては、取引の結果

生じる為替ポジション及び売買損益について、ディー

リング部門におけるチェックを行うと共に為替ポジシ

ョンの残高、売買損益や差金決済等のチェックを管理

部門においても行うことにより、取引の内容について

2重チェックが実施されております。 

取引の種類 対象物の種類 
契約額等 
（百万円） 

 契約額等の 
うち１年超 
（百万円） 

時価 (百万円) 
評価損益 
 (百万円) 

市場取引以外の取引 

（注）１，２ 
複合金融商品 100 100 97 △2 

外国為替保証金取引 

（注）３ 
          

売建 通貨 33,149 555 32,701 448 

買建   32,298 957 32,701 403 

合計 65,547 1,612 65,499 849 



（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

  なお、上記に掲載されたストック・オプション数は、平成15年11月20日付株式分割（株式１株につき２株）、

平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき２株）及び平成17年11月18日付株式分割（株式１株につき２

株）による分割後の株式数に換算して記載おります。 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成16年第３回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役    １名 

当社従業員     144名 

子会社取締役    ２名 

子会社従業員     35名 

当社取締役    ４名 

当社従業員     245名 

子会社取締役    ２名 

子会社従業員    103名 

子会社取締役   １名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   7,840株 普通株式   8,528株 普通株式   40株 

付与日 平成15年7月29日 平成16年1月30日 平成16年6月11日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する   

対象勤務期間 
自 平成15年７月29日  

至 平成16年12月21日 

自 平成16年１月30日 

至 平成17年12月15日  

自 平成16年６月11日 

至 平成17年12月15日 

権利行使期間 
自 平成16年12月22日  

至 平成19年12月21日  

自 平成17年12月16日 

至 平成20年12月15日 

自 平成17年12月16日 

至 平成20年12月15日 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役    ５名 

当社従業員      58名 

子会社取締役    ２名 

取締役         ７名 

当社従業員       76名 

子会社の取締役  ３名 

子会社の従業員  ５名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式  10,960株 普通株式   6,810株 

付与日 平成17年3月22日 平成18年4月13日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

対象勤務期間 
自 平成17年３月22日 

至 平成18年12月18日  

自 平成18年４月13日 

至 平成19年12月18日  

権利行使期間 
自 平成18年12月19日 

至 平成23年12月18日  

自 平成19年12月19日 

至 平成27年12月18日  



 ｂ)関係会社 

１．株式会社シーエー・モバイル 

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

２．株式会社ネットプライス 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年第１回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役    １名 取締役    １名 取締役   １名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   100株 普通株式   50株 普通株式   83株 

付与日 平成14年６月25日 平成16年６月24日 平成17年４月20日 

権利確定条件 － － － 

対象勤務期間 － － － 

権利行使期間 
自 平成15年10月１日  

至 平成24年９月30日  

自 平成17年10月１日 

至 平成27年９月30日 

自 平成17年５月１日 

至 平成27年４月30日 

 
平成17年第２回 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役   １名 取締役   ３名  

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式  267株 普通株式   240株 

付与日 平成17年７月22日 平成18年３月９日 

権利確定条件 － － 

対象勤務期間 －  －  

権利行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成27年７月31日  

自 平成18年３月28日 

至 平成28年３月27日  

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役      １名 

監査役      ２名 

従業員      24名 

取締役      １名 

監査役      １名 

従業員      41名 

取締役      ３名 

監査役      １名 

従業員      84名 

子会社の取締役  １名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   12,720株 普通株式   942株 普通株式   411株 

付与日 平成14年９月24日 平成15年８月29日 平成17年１月27日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

対象勤務期間 
自 平成14年９月24日  

至 平成14年９月29日  

自 平成15年８月29日 

至 平成15年８月31日 

自 平成17年１月27日 

至 平成18年12月15日 

権利行使期間 
自 平成14年９月30日  

至 平成24年９月29日  

自 平成15年９月１日 

至 平成25年８月31日 

自 平成18年12月16日 

至 平成28年12月15日 



（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

なお、上記に掲載されたストック・オプション数は、平成16年１月５日付株式分割（株式１株につき２株）、

平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき３株）による分割後の株式数に換算して記載おります。 

３．株式会社ＥＣナビ  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役      ４名 

従業員      148名 

子会社の取締役  ２名 

子会社の従業員  ６名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   1,000株 

付与日 平成18年４月７日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

対象勤務期間 
自 平成18年４月７日 

至 平成20年４月５日  

権利行使期間 
自 平成20年４月６日 

至 平成28年４月５日  

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役    ２名 従業員    82名 取締役   ２名 

従業員   32名 

その他   ４名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   650株 普通株式   953株 普通株式   647株 

付与日 平成16年10月12日 平成17年９月28日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

新株予約権行使時において

も当社、当社子会社または

当社の関係会社の役員もし

くは従業員であることを要

する 

新株予約権行使時において

も当社、当社子会社または

当社の関係会社の役員もし

くは従業員であることを要

する 

対象勤務期間 
自 平成16年10月12日 

至 平成16年11月11日 

自 平成17年９月28日 

至 平成19年９月27日 

自 平成18年４月28日 

至 平成20年４月27日 

権利行使期間 
自 平成16年11月12日 

至 平成26年11月11日 

自 平成19年９月28日 

至 平成27年９月27日 

自 平成20年４月28日 

至 平成27年９月27日 



４．株式会社ジークレスト  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

なお、上記に掲載されたストック・オプション数は、平成18年４月28日付株式分割（株式１株につき５株）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。  

５．株式会社クラウンジュエル  

 （注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役    ３名 

従業員    ８名 

取締役    ５名 

監査役    １名 

従業員    23名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   750株 普通株式   600株 

付与日 平成17年10月25日 平成18年８月31日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

者は、新株予約権の行使時

において当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役、

相談役、従業員又は顧問で

あることを要する 

新株予約権の割当を受けた

者は、新株予約権の行使時

において当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役、

相談役、従業員又は顧問で

あることを要する 

対象勤務期間 
自 平成17年10月25日 

至 平成19年２月１日 

自 平成18年８月31日 

至 平成20年８月30日 

権利行使期間 
自 平成19年２月２日 

至 平成24年２月１日 

自 平成20年８月31日 

至 平成25年８月30日 

 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役    １名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   133株 

付与日 平成17年７月19日 

権利確定条件 

新株予約権の行使時期にお

いても、当社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する 

対象勤務期間 
自 平成17年７月19日 

至 平成19年７月18日 

権利行使期間 
自 平成19年７月19日 

至 平成29年７月18日 



６．株式会社エムシープラス  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

７．株式会社デファクトスタンダード  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

８．株式会社メディアン  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役    ２名 

従業員    42名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   332株 

付与日 平成18年４月19日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

対象勤務期間 
自 平成18年４月19日 

至 平成20年４月５日 

権利行使期間 
自 平成20年４月６日 

至 平成28年４月５日 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役    ２名 

従業員    ４名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   64株 

付与日 平成18年７月20日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

対象勤務期間 
自 平成18年７月20日 

至 平成21年６月30日 

権利行使期間 
自 平成21年７月１日 

至 平成28年６月30日 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役    １名 

従業員    ６名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式  1,000株 

付与日 平成18年４月24日 

権利確定条件 

権利行使時においても当会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要する 

対象勤務期間 
自 平成18年４月24日 

至 平成20年４月24日 

権利行使期間 
自 平成20年４月25日 

至 平成28年４月24日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 a)提出会社 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成16年第３回 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － 7,112 40 

付与 － － － 

失効 － 60 － 

権利確定 － 7,052 40 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 3,216 － － 

権利確定 － 7,052 40 

権利行使 1,680 1,880 40 

失効 16 112 － 

未行使残 1,520 5,060 － 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 10,960 － 

付与 － 6,810 

失効 880 130 

権利確定 － － 

未確定残 10,080 6,680 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 



ｂ)関係会社  

 １．株式会社シーエー・モバイル 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年第１回 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 100 50 83 

権利確定 － － － 

権利行使 100 25 83 

失効 － － － 

未行使残 － 25 － 

 
平成17年第２回 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 － 240 

失効 － － 

権利確定 － 240 

未確定残 － － 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 267 － 

権利確定 － 240 

権利行使 267 8 

失効 － － 

未行使残 － 232 



２．株式会社ネットプライス  

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 411 

付与 － － － 

失効 － － 95 

権利確定 － － － 

未確定残 － － 316 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 1,140 822 － 

権利確定 － － － 

権利行使 210 228 － 

失効 － － － 

未行使残 930 594 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 1,000 

失効 51 

権利確定 － 

未確定残 949 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 



３．株式会社ＥＣナビ  

４．株式会社ジークレスト  

５．株式会社クラウンジュエル  

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － 953 － 

付与 － － 647 

失効 － 27 1 

権利確定 － － － 

未確定残 － 926 646 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 650 － － 

権利確定 － － － 

権利行使 － － － 

失効 － － － 

未行使残 650 － － 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 750 600 

失効 15 － 

権利確定 － － 

未確定残 735 600 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 

 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 133 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 133 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 



６．株式会社エムシープラス  

７．株式会社デファクトスタンダード  

８．株式会社メディアン  

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 332 

失効 65 

権利確定 － 

未確定残 267 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 64 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 64 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 1,000 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 1,000 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 



② 単価情報 

 a)提出会社 

（注）上記に掲載された権利行使価格は、平成15年11月20日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日

付株式分割（株式１株につき２株）及び平成17年11月18日付株式分割（株式１株につき２株）による権利行使

価格の調整を行っております。 

ｂ)関係会社 

１.株式会社シーエー・モバイル  

２．株式会社ネットプライス  

（注）上記に掲載された権利行使価格は、平成16年１月５日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日

付株式分割（株式１株につき３株）による権利行使価格の調整を行っております。 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成16年第３回 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
21,250 111,500 225,000 

行使時平均株価     （円） 227,699 237,157 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
207,873 269,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年第１回 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 50,000 50,000 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成17年第２回 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 4,000,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
13,334 15,000 761,000 

行使時平均株価     （円） 557,287 453,737 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
50,000 

行使時平均株価     （円） 448,000 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



３．株式会社ＥＣナビ  

４．株式会社ジークレスト  

（注）上記に掲載された権利行使価格は、平成18年４月28日付株式分割（株式１株につき５株）による権利行使価格

の調整を行っております。 

５．株式会社クラウンジュエル  

６．株式会社エムシープラス  

７．株式会社デファクトスタンダード  

８．株式会社メディアン  

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 30,000 40,000 40,000 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
－ 16,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 16,000 

 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 275,500 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 500,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 （１）株式会社ジークレスト 

平成18年８月28日に付与したストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価

値により算定しております。なお、本源的価値は以下のとおりです。 

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

 ＤＣＦ法による評価額   16千円 

②新株予約権の行使価格   16千円  

算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロとなり、

ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

 （１）株式会社デファクトスタンダード 

平成18年７月20日に付与したストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価

値により算定しております。なお、本源的価値は以下のとおりです。 

 ①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

 ＤＣＦ法による評価額   500千円 

 ②新株予約権の行使価格    500千円  

算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロとなり、

ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 
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当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費     0百万円 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）１．ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

  ２. 平成15年11月20日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき２

株）及び平成17年11月18日付株式分割（株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載おり

ます。 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

当社取締役    １名 

当社従業員     144名 

子会社取締役    ２名 

子会社従業員     35名 

当社取締役    ４名 

当社従業員     245名 

子会社取締役    ２名 

子会社従業員    103名 

当社取締役    ５名 

当社従業員      58名 

子会社取締役    ２名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式   7,840株 

（注）２ 

普通株式   8,528株 

（注）２ 

普通株式    10,960株 

（注）２ 

付与日 平成15年7月29日 平成16年1月30日 平成17年3月22日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

同左 同左 

対象勤務期間 
自 平成15年７月29日  

至 平成16年12月21日 

自 平成16年１月30日 

至 平成17年12月15日  

自 平成17年３月22日 

至 平成18年12月18日  

権利行使期間 
自 平成16年12月22日  

至 平成19年12月21日  

自 平成17年12月16日 

至 平成20年12月15日 

自 平成18年12月19日 

至 平成23年12月18日  

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役         ７名 

当社従業員       76名 

子会社の取締役  ３名 

子会社の従業員  ５名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式   6,810株 

付与日 平成18年4月13日 

権利確定条件 

権利行使日においても、当

社の取締役及び従業員なら

びに当子会社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する  

対象勤務期間 
自 平成18年４月13日 

至 平成19年12月18日  

権利行使期間 
自 平成19年12月19日 

至 平成27年12月18日  



 ｂ)関係会社 

１．株式会社シーエー・モバイル 

（注）１．ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

２．平成19年２月２日付株式分割（株式１株につき10株）による分割後の株式数に換算して記載おります。  

２．株式会社ネットプライスドットコム 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役    １名 取締役   ３名  取締役    ２名 

監査役    １名 

従業員    ７名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式   500株 

（注）２ 

普通株式   2,400株 

（注）２ 

普通株式   220株 

付与日 平成16年６月24日 平成18年３月９日 平成19年２月７日  

権利確定条件 

行使時において、当社の役

員又は従業員であることを

要する。 

同左 同左 

対象勤務期間 －  －   －  

権利行使期間 
自 平成17年10月１日 

至 平成27年９月30日 

自 平成18年３月28日 

至 平成28年３月27日  

自 平成21年２月８日 

至 平成28年12月15日   

 
平成19年第２回 

ストック・オプション 
平成19年第３回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 従業員    ６名  従業員    ４名  

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式   30株 普通株式   20株 

付与日 平成19年４月11日 平成19年７月25日 

権利確定条件 

行使時において、当社の役

員又は従業員であることを

要する。 

同左 

対象勤務期間  －   －  

権利行使期間 
自 平成21年４月12日 

至 平成28年12月15日  

自 平成21年７月26日 

至 平成28年12月15日  

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役      １名 

監査役      ２名 

従業員      24名 

取締役      １名 

監査役      １名 

従業員      41名 

取締役      ３名 

監査役      １名 

従業員      84名 

子会社の取締役  １名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式   12,720株 

（注）２ 

普通株式   942株 

（注）２ 

普通株式   411株 

付与日 平成14年９月24日 平成15年８月29日 平成17年１月27日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

ものは権利行使時におい

て、当会社および同社子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要す。その他細目につい

て「新株予約権割当契約

書」に定めるものとする。 

同左 同左 

対象勤務期間 
自 平成14年９月24日  

至 平成14年９月29日  

自 平成15年８月29日 

至 平成15年８月31日 

自 平成17年１月27日 

至 平成18年12月15日 

権利行使期間 
自 平成14年９月30日  

至 平成24年９月29日  

自 平成15年９月１日 

至 平成25年８月31日 

自 平成18年12月16日 

至 平成28年12月15日 



（注）１．ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

２．平成16年１月５日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき３

株）による分割後の株式数に換算して記載おります。 

３．株式会社ＥＣナビ  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 
平成19年第２回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役      ４名 

従業員      148名 

子会社の取締役  ２名 

子会社の従業員  ６名 

取締役    ４名 

監査役    ３名 

従業員    122名 

ストック・オプション数 

（注）１ 
普通株式   1,000株 普通株式   360株 普通株式   779株 

付与日 平成18年４月７日 平成19年９月14日 平成19年９月14日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

ものは権利行使時におい

て、当会社および同社子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要す。その他細目につい

て「新株予約権割当契約

書」に定めるものとする。 

同左 同左 

対象勤務期間 
自 平成18年４月７日 

至 平成20年４月５日  

自 平成19年９月14日 

至 平成23年12月18日  

自 平成19年９月14日 

至 平成23年12月18日  

権利行使期間 
自 平成20年４月６日 

至 平成28年４月５日  

自 平成23年12月19日 

至 平成28年12月18日  

自 平成23年12月19日 

至 平成28年12月18日  

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役    ２名 従業員    82名 取締役   ２名 

従業員   32名 

その他   ４名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   650株 普通株式   953株 普通株式   647株 

付与日 平成16年10月12日 平成17年９月28日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

行使時においても、当会社

の取締役、監査役もしくは

従業員の地位であることを

要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職、死

亡による退任または退職の

場合は、当該地位を失った

後６ヶ月以内に限り権利行

使可能とする。 

行使時においても、当会社

の取締役、監査役もしくは

従業員の地位であることを

要する。ただし、任期満了

による退任、定年退職その

他正当な理由のある場合な

らびに相続により新株予約

権を取得した場合はこの限

りでない。 

同左 

対象勤務期間 
自 平成16年10月12日 

至 平成16年11月11日 

自 平成17年９月28日 

至 平成19年９月27日 

自 平成18年４月28日 

至 平成20年４月27日 

権利行使期間 
自 平成16年11月12日 

至 平成26年11月11日 

自 平成19年９月28日 

至 平成27年９月27日 

自 平成20年４月28日 

至 平成27年９月27日 



４．株式会社ジークレスト  

（注）１．ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

２．平成18年４月28日付株式分割（株式１株につき５株）による分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。  

 ５．株式会社クラウンジュエル  

 （注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 

取締役    ３名 

従業員    ８名 

取締役    ５名 

監査役    １名 

従業員    23名 

ストック・オプション数 

（注）１ 

普通株式   750株 

（注）２ 

普通株式   600株 

付与日 平成17年10月25日 平成18年８月31日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

者は、新株予約権の行使時

において当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役、

相談役、従業員又は顧問で

あることを要する 

新株予約権の割当を受けた

者は、新株予約権の行使時

において当社又は当社の関

係会社の取締役、監査役、

相談役、従業員又は顧問で

あることを要する 

本予約権の権利行使時にお

いて、当社がいずれかの市

場において既に株式を上場

していることを要する 

対象勤務期間 
自 平成17年10月25日 

至 平成19年２月１日 

自 平成18年８月31日 

至 平成20年８月30日 

権利行使期間 
自 平成19年２月２日 

至 平成24年２月１日 

自 平成20年８月31日 

至 平成25年８月30日 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役   １名 社外協力者  ４名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   133株 普通株式   40株 

付与日 平成17年７月19日 平成18年11月20日 

権利確定条件 

新株予約権の行使時期にお

いても、当社の取締役及び

従業員の地位にあることを

要する 

当社と対象者との間で個別

に締結する新株予約権割当

に関する契約に定めるとこ

ろによる 

対象勤務期間 
自 平成17年７月19日 

至 平成19年７月18日 
― 

権利行使期間 
自 平成19年７月19日 

至 平成27年７月18日 

自 平成19年７月19日 

至 平成27年７月18日 



６．株式会社メディアン 

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

 ７．株式会社デファクトスタンダード  

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役    １名 

従業員    ６名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式  1,000株 

付与日 平成18年４月24日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

ものは権利行使時におい

て、当会社および同社子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要す。その他細目につい

て「新株予約権割当契約

書」に定めるものとする。 

対象勤務期間 
自 平成18年４月24日 

至 平成20年４月24日 

権利行使期間 
自 平成20年４月25日 

至 平成28年４月24日 

 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役    ２名 

従業員    ４名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式   64株 

付与日 平成18年７月20日 

権利確定条件 

新株予約権の割当を受けた

ものは権利行使時におい

て、当会社および同社子会

社の取締役、監査役もしく

は従業員の地位であること

を要す。その他細目につい

て「新株予約権割当契約

書」に定めるものとする。 

対象勤務期間 
自 平成18年７月20日 

至 平成21年６月30日 

権利行使期間 
自 平成21年７月１日 

至 平成28年６月30日 



８．株式会社イデアコミュニケーション 

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。  

次へ 

 
平成19年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 取締役    ２名 

ストック・オプション数 

（注） 
普通株式  1,150株 

付与日 平成19年８月31日 

権利確定条件 

権利行使時において当会社

の取締役、監査役もしくは

従業員の地位であることを

要する 

対象勤務期間  － 

権利行使期間 
自 平成19年９月１日 

至 平成29年８月１日 

 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 

 a)提出会社 

① ストック・オプションの数 

（注）平成15年ストック・オプション及び平成16年第１回ストック・オプションのストック・オプション数は、平成

15年11月20日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき２株）及び

平成17年11月18日付株式分割（株式１株につき２株）による分割後の株式数に換算して記載おります。 

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 10,080 

付与 － － － 

失効 － － 80 

権利確定 － － 10,000 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 1,520 5,060 － 

権利確定 － － 10,000 

権利行使 472 328 － 

失効 － 240 520 

未行使残 1,048 4,492 9,480 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 6,680 

付与 － 

失効 315 

権利確定 － 

未確定残 6,365 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 



②単価情報 

（注）平成15年ストック・オプション及び平成16年第１回ストック・オプションの権利行使価格は、平成15年11月20

日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき２株）及び平成17年11

月18日付株式分割（株式１株につき２株）による権利行使価格の調整を行っております。 

ｂ)関係会社  

 １．株式会社シーエー・モバイル 

① ストック・オプションの数 

（注）平成16年ストック・オプション及び平成18年ストック・オプションのストック・オプション数は、平成19年2月

2日付株式分割（株式1株につき10株）による分割後の株式数に換算して記載おります。  

 
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年第１回 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
21,250 111,500 207,873 

行使時平均株価     （円） 101,768 138,454 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
269,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － 580 － 

付与 － － 220 

失効 － － － 

権利確定 － － － 

未確定残 － 580 220 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 250 1,740 － 

権利確定 － －   

権利行使 － － － 

失効 － － － 

未行使残 250 1,740 － 

 
平成19年第２回 

ストック・オプション 
平成19年第３回 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 － － 

付与 30 20 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 30 20 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 － － 



② 単価情報 

（注）平成16年ストック・オプション及び平成18年ストック・オプションの権利行使価格は、平成19年２月２日付株

式分割（株式１株につき10株）による権利行使価格の調整を行っております。 

２．株式会社ネットプライスドットコム 

① ストック・オプションの数 

（注）平成14年ストック・オプション及び平成15年ストック・オプションのストック・オプション数は、平成16年１

月５日付株式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき３株）による分割

後の株式数に換算して記載おります。 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
5,000 400,000 400,000 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成19年第２回 

ストック・オプション 
平成19年第３回 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 400,000 400,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 316 

付与 － － － 

失効 － － 24 

権利確定 － － 292 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 930 594 292 

権利確定 － － － 

権利行使 126 180 － 

失効 － 18 84 

未行使残 804 396 208 

 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 
 平成19年第２回 

 ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 949 － － 

付与 － 360 779 

失効 255 － － 

権利確定 － － － 

未確定残 694 360 779 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 － － － 

権利確定 － － － 

権利行使 － － － 

失効 － － － 

未行使残 － － － 



② 単価情報 

（注）平成14年ストック・オプション及び平成15年ストック・オプションの権利行使価格は、平成16年１月５日付株

式分割（株式１株につき２株）、平成16年11月19日付株式分割（株式１株につき３株）による権利行使価格の

調整を行っております。 

３．株式会社ＥＣナビ  

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成14年 

ストック・オプション 
平成15年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
13,334 15,000 761,000 

行使時平均株価     （円） 479,380 286,956 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 

 
平成18年 

ストック・オプション 
平成19年第１回 

ストック・オプション 
平成19年第２回 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 448,000 61,679 61,679 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 32,899 32,899 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － 926 646 

付与 － － － 

失効 － 42 37 

権利確定 － 884 － 

未確定残 － － 609 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 650 － － 

権利確定 － 884 － 

権利行使 － － － 

失効 － － － 

未行使残 650 884 － 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 30,000 40,000 40,000 

行使時平均株価     （円） － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 



４．株式会社ジークレスト  

① ストック・オプションの数 

（注）平成17年ストック・オプションの権利行使価格は、平成18年４月28日付株式分割（株式１株につき５株）によ

る権利行使価格の調整を行っております。 

② 単価情報 

（注）平成17年ストック・オプションの権利行使価格は、平成18年４月28日付株式分割（株式１株につき５株）によ

る権利行使価格の調整を行っております。 

５．株式会社クラウンジュエル  

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 735 600 

付与 － － 

失効 55 147 

権利確定 680 － 

未確定残 － 453 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 680 － 

権利行使 － － 

失効 75 － 

未行使残 605 － 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 

（注） 
6,000 16,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 16,000 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）     

前連結会計年度末 133 － 

付与 － 40 

失効 － － 

権利確定 133 40 

未確定残 － － 

権利確定後      （株）     

前連結会計年度末 － － 

権利確定 133 40 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 133 40 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 50,000 

行使時平均株価     （円） － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － 



 ６．株式会社メディアン  

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

７．株式会社デファクトスタンダード  

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 1,000 

付与 － 

失効 1,000 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 50,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 64 

付与 － 

失効 64 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 － 

 
平成18年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 500,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



 ８．株式会社イデアコミュニケーション 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

次へ 

 
平成19年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 1,150 

失効 － 

権利確定 1,150 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 1,150 

権利行使 － 

失効 － 

未行使残 1,150 

 
平成19年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 25,000 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりであります。  

（１） 株式会社シーエー・モバイル 

 当連結会計年度に付与した平成19年第１回、平成19年第２回及び平成19年第３回ストック・オプションにつ

いて、未公開企業であるため公正な評価単価を本源的価値により算定しております。なお、本源的価値は以下

のとおりです。 

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

 ＤＣＦ法による評価額   400千円 

②新株予約権の行使価格    400千円  

 算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロと

なり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

（２） 株式会社ネットプライスドットコム 

  ① 使用した評価技法     ブラック・ショールズ式 

  ② 主な基礎数値及び見積方法 

（注）１．３年１ヶ月間（平成16年７月から平成19年９月まで）の株価実績に基づき算定しております。 

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において行使

されるものと推定して見積もっております。 

３．過去の配当実績が観察されなかったため、予想配当はありません。 

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。 

（３） 株式会社クラウンジュエル 

 当連結会計年度に付与した平成18年ストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価

を本源的価値により算定しております。なお、本源的価値は以下のとおりです。 

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

 ＤＣＦ法による評価額   50千円 

②新株予約権の行使価格   50千円  

 算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロと

なり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

（４） 株式会社イデアコミュニケーション 

 当連結会計年度に付与した平成19年ストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価

を本源的価値により算定しております。なお、本源的価値は以下のとおりです。 

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

 ＤＣＦ法による評価額   25千円 

②新株予約権の行使価格   25千円  

 算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロと

なり、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

  

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

   基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。 

次へ 

  平成19年ストック・オプション 

 株価変動性（注）１              70.45％ 

 予想残存期間（注）２               6.7年 

 予想配当（注）３             － 

 無リスク利子率（注）４              1.27％ 

 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

 （繰延税金資産） 

流動資産 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

 （繰延税金資産） 

流動資産 

未払事業税  235百万円 

貸倒引当金  139百万円 

ポイント引当金繰入限度超過額  197百万円 

営業投資有価証券評価損 98百万円 

その他  147百万円 

評価性引当額  △436百万円 

計 380百万円 

未払事業税  184百万円 

貸倒引当金  51百万円 

ポイント引当金繰入限度超過額  186百万円 

営業投資有価証券評価損 143百万円 

事業撤退損 104百万円 

繰越欠損金 30百万円 

その他  198百万円 

評価性引当額  △521百万円 

計 377百万円 

固定資産 

有形固定資産償却超過額 60百万円 

固定資産減損損失  306百万円 

ソフトウェア償却超過額  75百万円 

投資有価証券評価損 289百万円 

営業権償却超過額  146百万円 

繰越欠損金  360百万円 

その他  102百万円 

評価性引当額 △1,053百万円 

計  288百万円 

繰延税金資産 合計 669百万円 

固定資産 

有形固定資産償却超過額 104百万円 

固定資産減損損失  232百万円 

ソフトウェア償却超過額  204百万円 

投資有価証券評価損 422百万円 

のれん償却超過額  19百万円 

繰越欠損金  1,830百万円 

その他  74百万円 

評価性引当額 △2,602百万円 

計  285百万円 

繰延税金資産 合計 663百万円 

 （繰延税金負債） 

流動負債   

固定負債   

その他有価証券評価差額金  5,426百万円 

計  5,426百万円 

その他有価証券評価差額金  72百万円 

計  72百万円 

繰延税金負債 合計  5,498百万円 

 （繰延税金負債） 

流動負債   

固定負債   

その他有価証券評価差額金  373百万円 

計  373百万円 

その他有価証券評価差額金  1百万円 

計  1百万円 

繰延税金負債 合計  374百万円 

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳  

法定実効税率  40.69 ％ 

（調整）     

交際費等の永久差異  1.87 ％ 

住民税均等割額  0.59 ％ 

評価性引当金  22.51 ％ 

組織再編に係る税効果 △8.37 ％ 

関係会社株式売却益 △1.21 ％ 

持分変動損益  △1.53 ％ 

のれん償却 4.90 ％ 

持分法投資損益 3.52 ％ 

その他   △0.62 ％ 

税効果会計適用後の法人税等 

の負担率 
62.34 ％ 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1）メディア事業（広告）   ……… Ameba（アメブロ）、MicroAd、ＥＣナビ、KEITAIclick等自社グル

ープで保有する媒体の広告枠を代理店等に販売 

(2）メディア事業（EC（物販））……… ちびギャザ、ONE☆FESTA等の媒体によるインターネット上のオンラ

インショッピング（通信販売） 

(3）メディア事業（EC（仲介・課金））…インターネットでの外国為替保証金取引の仲介、オンラインゲーム

及びモバイルサイトにおける有料課金事業等 

(4）メディア事業（その他）     ………リサーチ事業、コンテンツ提供、出版事業等 

(5）広告代理事業（自社・提携媒体）……Ameba（アメブロ）、MicroAd、ＥＣナビ、KEITAIclick等の広告枠

を広告主等に販売 

(6）広告代理事業（他社媒体）   ……… 自社・提携媒体以外の媒体の広告枠を広告主等に販売 

(7）広告代理事業（その他）  ……… バナー広告等の受注制作、SEO（検索エンジン最適化）事業 

(8）投資育成事業       ……… コーポレートベンチャーキャピタルによる投資、ファンド運営等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（14,070百万円）の主なものは、親会社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

   メディア事業  

  広告 
（百万円） 

EC（物販)  
（百万円） 

EC(仲介・課金)
（百万円） 

その他 
（百万円） 

投資育成事業 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 5,803 16,548 4,579 1,990 3,764 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
4,795 － － 95 1 

計 10,598 16,548 4,579 2,085 3,765 

営業費用 11,915 15,987 3,426 2,019 529 

営業利益又は営業損失（△） △1,316 561 1,152 66 3,235 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出           

資産 4,344 7,807 5,113 1,780 20,322 

減価償却費 412 205 115 36 0 

減損損失  714 476 － － － 

資本的支出 778 457 470 81 2 

   広告代理事業      

  自社・提携媒体 
（百万円） 

他社媒体 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 6,182 20,225 1,020 60,115 － 60,115 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
23 414 2 5,332 (5,332) － 

計 6,206 20,640 1,022 65,447 (5,332) 60,115 

営業費用 5,453 20,845 914 61,091 (5,318) 55,772 

営業利益又は営業損失（△） 753 △204 108 4,355 (13) 4,342 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 737 4,858 376 45,341 14,070 59,411 

減価償却費 45 146 8 969 － 969 

減損損失  － － － 1,191 － 1,191 

資本的支出 68 232 14 2,106 － 2,106 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な商品 

(1）メディア事業（広告）   ……… Ameba（アメーバブログ）、MicroAd、ＥＣナビ、KEITAIclick等自

社グループで保有する媒体の広告枠を代理店等に販売 

(2）メディア事業（EC（物販））……… ちびギャザ、ONE☆FESTA等の媒体によるインターネット上のオンラ

インショッピング（通信販売） 

(3）メディア事業（EC（仲介・課金））…インターネットでの外国為替保証金取引の仲介、オンラインゲーム

及びモバイルサイトにおける有料課金事業等 

(4）メディア事業（その他）     ………リサーチ事業、コンテンツ提供、出版事業等 

(5）広告代理事業（自社・提携媒体）……Ameba（アメーバブログ）、MicroAd、ＥＣナビ、KEITAIclick等の

広告枠を広告主等に販売 

(6）広告代理事業（他社媒体）   ……… 自社・提携媒体以外の媒体の広告枠を広告主等に販売 

(7）広告代理事業（その他）  ……… バナー広告等の受注制作、SEM（検索エンジンマーケティング）事

業 

(8）投資育成事業       ……… コーポレートベンチャーキャピタルによる投資、ファンド運営等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（14,072百万円）の主なものは、親会社での余資運用資

金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  メディア事業 
投資育成 

事業 

  広告 
（百万円） 

EC（物販)  
（百万円） 

EC(仲介・課金)
（百万円） 

その他 
（百万円） 

 小計 
 （百万円） 

  
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 7,273 18,957 5,665 2,617 34,512 7,681 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
4,776 36 － 43 4,856 － 

計 12,049 18,993 5,665 2,661 39,369 7,681 

営業費用 14,734 19,066 4,676 2,579 41,056 698 

営業利益又は営業損失（△） △2,684 △73 988 82 △1,686 6,983 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             

資産 6,134 6,351 4,704 7,539 24,728 3,958 

減価償却費 202 284 250 89 826 1 

減損損失  14 151 22 253 441 － 

資本的支出 388 725 656 228 1,999 5 

   広告代理事業      

 
自社・提携 

媒体 
（百万円） 

他社媒体 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

小計 
 （百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 5,751 26,187 1,873 33,812 76,007 － 76,007 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
58 339 38 436 5,293 (5,293) － 

計 5,810 26,526 1,912 34,249 81,301 (5,293) 76,007 

営業費用 5,224 26,960 1,854 34,038 75,793 (5,287) 70,506 

営業利益又は営業損失（△） 585 △433 58 210 5,507 (5) 5,501 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出               

資産 1,199 4,494 707 6,402 35,089 14,072 49,162 

減価償却費 56 253 17 328 1,155 0 1,155 

減損損失  － － － － 441 － 441 

資本的支出 127 611 50 789 2,794 1 2,795 



【所在地別セグメント情報】 

（前連結会計年度） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

（当連結会計年度） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

（前連結会計年度） 

 連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（当連結会計年度） 

 連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当する事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の内容 
または職業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員

の兼

任等

事業

上の

関係

役員及びそ

の近親者 

日高 裕介 － － 専務取締役 (1.09) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

11 － － 

外川 穣 － － 専務取締役 (0.03) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

11 － － 

中山 豪 － － 常務取締役 (0.12) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

11 － － 

西條 晋一 － － 専務取締役 (0.01) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

15 － － 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社

並びに当該

会社等の子

会社   

楽天株式会社 
東京都 

港区  
107,258 

EC・ポータ

ル・メディア

事業  

－ 有  
営業

取引

広告の 

販売取引 
42 売掛金 9 

広告媒体の 

仕入取引 
98 買掛金 36 

その他諸経費

の支払 
0 未払金 0 

楽天クレジット株

式会社 

東京都 

港区 
4,450 金融事業 － － 

営業

取引

広告の 

販売取引 
197 売掛金 36 

楽天証券株式会社 
東京都 

港区 
7,310 金融事業 － － 

営業

取引

広告の 

販売取引 
39 売掛金 10 

楽天リサーチ株式

会社 

東京都 

渋谷区 
246 

総合データベ

ース・マーケ

ティング事業 

－ － 
営業

取引

広告の 

販売取引  
2 － － 

広告媒体の 

仕入取引 
8 買掛金 5 

その他諸経費

の支払 
0 － － 

 



 （注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

広告の販売取引・広告媒体の仕入取引・広告宣伝費の支払取引・その他諸経費の支払取引については、市場

価格を勘案して一般取引条件と同様に決定しております。 

３ 楽天株式会社、楽天証券株式会社、楽天クレジット株式会社、楽天リサーチ株式会社、みんなの就職株式会

社、ターゲット株式会社、株式会社楽天野球団、楽天ブックス株式会社、楽天トラベル株式会社は、平成18

年４月に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額については関連当事者であった期間の金額を、期末

残高については関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載しております。 

３ 子会社等 

 重要性がないため、記載を省略しております。 

４ 兄弟会社等 

 該当する事項はありません。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の内容 
または職業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）
役員

の兼

任等

事業

上の

関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を自己

の計算にお

いて所有し

ている会社

並びに当該

会社等の子

会社   

みんなの就職 

株式会社 

東京都 

港区 
10 

ポータル・ 

メディア事業 
－ － 

営業

取引

広告媒体の 

仕入取引 
0 － － 

ターゲット 

株式会社 

東京都 

港区 
480 

ポータル・ 

メディア事業 
－ － 

営業

取引

広告の 

販売取引 
3 売掛金 0 

広告媒体の 

仕入取引 
1 未払金 1 

株式会社スター

トワークス 

東京都

渋谷区 
97 飲食店業  － 有 

営業

取引

その他諸経

費の支払 
2 － － 

 
株式会社楽天

野球団  

宮城県 

仙台

市 

400 
プロ野球 

チーム運営 
－ － 

営業

取引

広告宣伝費

の支払  
10 未払金 10 

 
楽天ブックス

株式会社  

東京都 

港区  
400 ＥＣ事業 － － 

営業

取引

広告媒体の

仕入取引  
0 買掛金 0 

 
楽天トラベル

株式会社  

東京都 

港区  
764  トラベル事業 － － 

営業

取引

広告の 

販売取引  
7 売掛金 0 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当する事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

３ 子会社等 

 記載すべき重要な事項はありません。 

４ 兄弟会社等 

 該当する事項はありません。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又は
出資金 

（百万円） 

事業の内容 
または職業 

議決権の
所有（被
所有）割
合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 
（百万円）

役員

の兼

任等

事業

上の

関係

役員及びそ

の近親者 

日高 裕介 － － 専務取締役 (1.10) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

11 －   

西條 晋一 － － 専務取締役 (0.01) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

4 －   

中山 豪 － － 常務取締役 (0.13) － － 

ストックオ

プションの

権利行使 

11 －   



（１株当たり情報） 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、下記のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額          48,492円18銭              38,645円 57銭 

１株当たり当期純利益         6,536円49銭    3,055円 49銭 

潜在株式調整後 

        １株当たり当期純利益 
        6,485円62銭      3,050円 70銭 

   当社は、平成17年11月18日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前期の１株当た

り情報については、以下のとおりとな

ります。 

 

  
１株当たり純資産額 

            30,156円21銭 
 

  
１株当たり当期純利益 

              3,788円23銭 
 

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

      3,732円65銭 

 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当期純利益          4,300百万円 2,016百万円 

普通株式に係る当期純利益          4,300百万円 2,016百万円 

普通株式の期中平均株式数 期中平均発行済株式数    657,961株

期中平均自己株式数 －株

期中平均株式数    657,961株

期中平均発行済株式数 659,973株

期中平均自己株式数 －株

期中平均株式数  659,973株

当期純利益調整額      －百万円     －百万円 

普通株式増加数      5,160株 

（うち新株引受権：      75株） 

（うち新株予約権：     5,085株） 

1,036株 

（うち新株引受権：    －株） 

（うち新株予約権：   1,036株） 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

普通株式に対する新株予約権 

（新株予約権  6,680株） 

普通株式に対する新株予約権 

（新株予約権   20,337株） 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度  
 （自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日）  

当連結会計年度  
 （自 平成18年10月１日 
 至 平成19年９月30日）  

――――――― 
 １. 自己株式の取得について 

 平成19年11月13日開催の取締役会決議に基づき、会社

法165条第3項の規定により読み替えて適用される同法

156条の規定により、下記のとおり、自己株式を取得し

ました。 

① 自己株式の取得を行う理由   

 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂

行するため、自己株式の取得を行うものでありま

す。  

② 決議の内容   

 (1) 取得する株式の種類   当社普通株式  

 (2) 取得する株式の総数   17,000株（上限） 

  （発行済株式総数に対する割合2.57％）  

 (3) 株式の取得価額の総額  1,000百万円（上限）  

 (4) 自己株式取得の日程 

   平成19年11月14日から平成20年3月31日まで 

③ 実施内容   

 (1) 取得した株式の種類   当社普通株式  

 (2) 取得した株式の総数   13,185株 

 (3) 株式の取得価額の総額  999百万円 

 (4) 取得期間 

平成19年11月14日から平成19年11月15日まで 

 (5) 取得方法  東京証券取引所における市場買付 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

１. 株式会社ＥＣナビの連結決算日後５年間の償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額 

２ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当する事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
利率 担保 償還期限 

 株式会社ＥＣナビ 

株式会社ECナビ 

第１回無担保社債 

（株式会社みずほ銀行保証付

及び適格機関投資家限定） 

平成18年 

２月20日  
200 200  年0.97％  無担保 

平成21年 

２月20日  

合計     200 200       

１年以内 

（百万円） 

１年超２年以内 

（百万円） 

２年超３年以内 

（百万円） 

３年超４年以内 

（百万円） 

４年超５年以内 

（百万円） 

－ 200 － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 105 46 2.0 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 77 244 2.0 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 335 498 2.1 
平成20年12月～ 

平成26年６月 

小計 517 789 ― ― 

内部取引の消去 △324 △351 ― ― 

合計 192 438 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 217 176 38 25 

内部取引の消去 △82 △60 △38 △25 

差引 134 116 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  8,141 8,084 

２ 受取手形 ※３ 18 20 

３ 売掛金 ※１ 3,621 4,697 

４ 有価証券  155 155 

５ 仕掛品  37 39 

６ 貯蔵品  － 4 

７ 営業投資有価証券 ※２ 15,359 2,593 

８ 前払費用  159 184 

９ 短期貸付金 ※１ 80 103 

10 未収入金 ※１ 313 106 

11 立替金 ※１ 217 139 

12 その他 ※１ 15 78 

貸倒引当金  △10 △21 

流動資産合計  28,111 74.5 16,186 63.4

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  220 329   

減価償却累計額  △72 147 △103 226 

(2）車両運搬具  12 5   

減価償却累計額  △4 8 △2 3 

(3）工具器具備品  584 909   

減価償却累計額  △401 183 △513 396 

(4）建設仮勘定  － 0 

有形固定資産合計  339 0.9 626 2.5

２ 無形固定資産    

(1）営業権  34 － 

(2）ソフトウェア  364 319 

(3）ソフトウェア仮勘定  28 43 

(4）電話加入権  1 － 

(5）その他  1 2 

無形固定資産合計  430 1.1 366 1.4

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   2,520 2,124 

(2）関係会社株式 ※２ 5,413 5,158 

(3）長期貸付金  207 － 

(4）従業員長期貸付金  1 1 

(5）関係会社長期貸付金   245 247 

(6）敷金・保証金  668 878 

(7）保険積立金  0 － 

 (8）その他 ※１ 3 18 

貸倒引当金  △208 △66 

投資その他の資産合計  8,852 23.5 8,362 32.7

固定資産合計  9,622 25.5 9,355 36.6

資産合計  37,733 100.0 25,542 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 ※１ 2,659 3,443 

２ 未払金   826 523 

３ 未払費用  211 85 

４ 未払法人税等  1,815 553 

５ 未払消費税等  67 73 

６ 前受金   184 222 

７ 預り金  59 81 

８ ポイント引当金  92 38 

９ 繰延税金負債   5,635 463 

10 その他  16 199 

流動負債合計  11,568 30.7 5,684 22.3

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  77 － 

固定負債合計  77 0.2 － －

負債合計  11,646 30.9 5,684 22.3

     

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１ 資本金     6,722 17.8   6,746 26.4 

２ 資本剰余金              

(1）資本準備金   1,809     1,832    

(2）その他資本剰余金              

①資本金及び資本準備
金減少差益  

  4,167     4,167    

②自己株式処分益    80     80    

資本剰余金合計      6,057 16.0   6,081 23.8 

３ 利益剰余金              

（1）その他利益剰余金              

繰越利益剰余金   5,083     6,592    

利益剰余金合計      5,083 13.5   6,592 25.8 

株主資本合計      17,864 47.3   19,419 76.0 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１ その他有価証券評価差
額金 

    8,223 21.8   437 1.7 

評価・換算差額等合計      8,223 21.8   437 1.7 

純資産合計      26,087 69.1   19,857 77.7 

負債純資産合計      37,733 100.0   25,542 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高        

１ メディア事業 
  ・広告代理事業 

 27,704   34,188     

２ 投資育成事業  3,303 31,007 100.0 7,598 41,786 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ メディア事業 
  ・広告代理事業 

 22,871 29,196   

２ 投資育成事業  370 23,241 75.0 406 29,602 70.8

売上総利益  7,766 25.0 12,184 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 6,711 21.6 8,192 19.6

営業利益  1,054 3.4 3,991 9.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※２ 10 10   

２ 有価証券利息  51 22   

３ 受取配当金  0 0   

４ 有価証券売却益   4 －   

５ 有価証券評価益   10 －   

６ 雑収入 ※２ 16 94 0.3 15 48 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息   0 －   

２ 貸倒引当金繰入額  207 64   

３ 貸倒損失   3 －   

４ 有価証券評価損  5 24   

５ 為替差損  0 7   

６ 投資事業組合設立費用  1 －   

７ 雑損失  6 224 0.7 4 101 0.3

経常利益  923 3.0 3,939 9.4

 



   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 

（％） 
金額（百万円） 

百分比 

（％） 

Ⅵ 特別利益    

  １ 固定資産売却益 ※３ 6 －   

２ 事業譲渡益  22 －   

３ 投資有価証券売却益  1,348 －   

４ 関係会社株式売却益  2,156 43   

５ 貸倒引当金戻入益  31 －   

６ 抱合せ株式消却差益   － 3,566 11.5 685 728 1.7

     

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※４ 95 20   

２ 関係会社株式評価損   193 591   

３ 関係会社整理損   － 438   

４ 投資有価証券売却損  41 －   

５ 投資有価証券評価損  58 68   

６ 事業譲渡損  3 －   

７ 事業撤退損  58 －   

８ 賃貸契約解約損  25 －   

９ 減損損失  ※５ 714 12   

10 支払補償損失  60 1,252 4.0 － 1,130 2.7

税引前当期純利益  3,237 10.5 3,536 8.4

法人税、住民税及び事
業税 

 1,696 1,394   

法人税等調整額   － 1,696 5.5 39 1,434 3.4

当期純利益  1,541 5.0 2,102 5.0

     



売上原価明細書 

 （注）  原価計算の方法 

 当社の原価計算は、実際個別原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ メディア事業・広告代理事
業 

   

１ 媒体費  20,987 91.8 26,985 92.4

２ 商品仕入高  0 0.0 － －

３ 労務費  355 1.6 470 1.6

４ 外注費  777 3.4 1,189 4.1

５ 経費  736 3.2 551 1.9

当期総仕入高  22,857 100.0 29,197 100.0 

期首仕掛品たな卸高  46 37 

期首商品たな卸高   5 － 

  合 計  22,909 29,235 

期末仕掛品たな卸高  37 39 

メディア事業・広告代理事業
売上原価 

 22,871 29,196 

Ⅱ 投資育成事業    

 営業投資有価証券原価  370 406 

 投資育成事業売上原価  370 406 

当期売上原価  23,241 29,602 

     



③【株主資本等変動計算書】 

 前事業年度（自平成17年10月1日 至平成18年９月30日）                   （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金
合計 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

平成17年９月30日 残高 6,591 1,677 4,248 5,926 3,935 3,935 16,452 

事業年度中の変動額              

新株の発行 131 131 ― 131     263 

剰余金の配当         △393 △393 △393 

当期純利益         1,541 1,541 1,541 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
              

事業年度中の変動額合計 131 131 ― 131 1,148 1,148 1,411 

平成18年９月30日 残高 6,722 1,809 4,248 6,057 5,083 5,083 17,864 

 

評価・換算差額等  

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差額
等合計  

平成17年９月30日 残高 451 451 16,903 

事業年度中の変動額      

新株の発行     263 

剰余金の配当     △393 

当期純利益     1,541 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
7,771 7,771 7,771 

事業年度中の変動額合計 7,771 7,771 9,183 

平成18年９月30日 残高 8,223 8,223 26,087 



 当事業年度（自平成18年10月1日 至平成19年９月30日）                   （単位：百万円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 

その他 
資本剰余金 

資本剰余金
合計 

その他 
利益剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰余
金 

平成18年９月30日 残高 6,722 1,809 4,248 6,057 5,083 5,083 17,864 

事業年度中の変動額              

新株の発行 23 23 ― 23     46 

剰余金の配当         △593 △593 △593 

当期純利益         2,102 2,102 2,102 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
              

事業年度中の変動額合計 23 23 ― 23 1,509 1,509 1,555 

平成19年９月30日 残高 6,746 1,832 4,248 6,081 6,592 6,592 19,419 

 

評価・換算差額等  

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差額
等合計  

平成18年９月30日 残高 8,223 8,223 26,087 

事業年度中の変動額      

新株の発行     46 

剰余金の配当     △593 

当期純利益     2,102 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
△7,785 △7,785 △7,785 

事業年度中の変動額合計 △7,785 △7,785 △6,229 

平成19年９月30日 残高 437 437 19,857 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 

ａ）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

ａ）子会社株式及び関連会社株式 

同 左 

  ｂ）その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定）を採

用しております。 

ｂ）その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 

     同 左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

 なお、投資事業組合等に対する

出資金については、７ 投資事業

組合（投資事業有限責任組合を含

む）への出資金に係る会計処理 

に基づき処理しております。  

時価のないもの 

同 左 

２ たな卸資産の評価基準 

 及び評価方法 

(1）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1）仕掛品 

同 左 

  (2）貯蔵品 

―――――― 

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は建物10～15年、工具器

具備品４～８年であります。 

(1）有形固定資産 

同 左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なおソ

フトウェア（自社利用）については、

社内における見込み利用期間（５年以

内）による定額法を採用しておりま

す。営業権については、経済的耐用年

数により、５年以内で毎期均等額を償

却しております。 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なおソ

フトウェア（自社利用）については、

社内における見込み利用期間（５年以

内）による定額法を採用しておりま

す。のれんについては、経済的耐用年

数により、５年以内で毎期均等額を償

却しております。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

４ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため

に、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込み額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同 左 

  (2）ポイント引当金 

 ライフマイル会員等の将来のポイン

ト行使による支出に備えるため、当期

に付与したポイントに対し利用実績率

等に基づき算出した、翌期以降に利用

されると見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。 

(2）ポイント引当金 

       同 左 

５ 収益及び費用の計上基準  売上計上は役務提供完了基準によって

おります。 

同 左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

７ 投資事業組合（投資事業

有限責任組合を含む）への

出資金に係る会計処理 

 投資事業組合（投資事業有限責任組合

を含む）への出資金に係る会計処理は、

組合の財務諸表に基づいて、組合の資

産、負債、収益及び費用を出資持分割合

に応じて計上しております。  

 投資事業組合（投資事業有限責任組合

を含む）への出資金に係る会計処理は、

主に組合の財務諸表に基づいて、組合の

資産、負債、収益及び費用を出資持分割

合に応じて計上しております。 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同 左 

  (2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

(2）連結納税制度の適用 

同 左 



会計処理の変更 

前事業年度 

（自 平成17年10月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当事業年度 

（自 平成18年10月１日 

  至 平成19年９月30日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準）   

   当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前当期純利益は714百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。  

 ―――――― 

（貸借対照表の「純資産の部」の表示） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）に基づいて貸借対照表

を作成しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、26,087百万

円であります。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 

―――――― 

 ―――――― （企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計

基準）  

 当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月

27日）ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 最終改正 平成18年12月22日）を適用しており

ます。 

  ―――――― （固定資産の減価償却費方法の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産については、

「新定率法」を採用しております。 

 なお、これによる損益に与える影響は軽微でありま

す。 



表示方法の変更 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

 前期まで流動負債の「その他」に含めて表示してお

りました「繰延税金負債」は、資産総額の100分の１を

超えることとなったため、区分掲記することに変更い

たしました。 

 なお、前期末における「繰延税金負債」の金額は1百

万円であります。 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「電話加入

権」及び「保険積立金」は、当事業年度において総資産

の100分の1以下となりましたので、それぞれ無形固定資

産「その他」、投資その他の資産「その他」に含めて表

示しております。 

 なお、当事業年度における「電話加入権」は1百万円、

「保険積立金」は0百万円であります。 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

※１ 関係会社に対する資産及び負債のうち、区分表記

されたもの以外で各科目に含まれているものは次の

とおりであります。 

※１ 関係会社に対する資産及び負債のうち、区分表記

されたもの以外で各科目に含まれているものは次の

とおりであります。 

買掛金     479百万円

上記のほか、関係会社との

取引により発生した資産 

 

  772百万円

買掛金 428百万円

上記のほか、関係会社との

取引により発生した資産 

559百万円

※２ 有価証券の所有目的の変更 

 従来、関係会社株式として表示しておりましたユ

ミルリンク株式会社の株式（0百万円）につきまして

は、当会計期間に同社の株式の大部分を譲渡し、関

係会社に該当しなくなったため、残存分についてそ

の保有目的を見直した結果、投資育成事業目的に所

有目的を変更し、営業投資有価証券に振り替えてお

ります。  

 ※２ 

 ―――――――― 

 ※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。 

 なお、当事業年度末日は金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含

まれております。 

 受取手形     0百万円 

 ※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。 

 なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含まれ

ております。 

 受取手形    4百万円 

 ４ 当座貸越契約について 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

    

当座貸越極度額の総額 2,500百万円

借入実行残高   －百万円

差引額  2,500百万円

 ４ 当座貸越契約について 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行３行と当座貸越契約を締結しております。この契

約に基づく当事業年度の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

    

当座貸越極度額の総額 3,500百万円

借入実行残高  －百万円

差引額 3,500百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当    2,783百万円

法定福利費      375百万円

支払家賃      461百万円

広告宣伝費      619百万円

給与手当 3,316百万円

法定福利費      448百万円

支払家賃      600百万円

広告宣伝費        968百万円

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の割

合は概ね次のとおりであります。 

販売費に属する費用 約 31 ％

一般管理費に属する費用 約 69 ％

販売費に属する費用 約 35 ％

一般管理費に属する費用 約 65 ％

※２ 

  ────── 

※２ 関係会社との取引により発生した営業外収益は次

のとおりであります。 

受取利息 8百万円

雑収入 1百万円

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３ 

工具器具備品        6百万円   ────── 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物付属設備      17百万円

工具器具備品       13百万円

ソフトウェア       58百万円

原状回復費用      5百万円

リース解約損      0百万円

計       95百万円

建物付属設備 0百万円

工具器具備品 8百万円

ソフトウェア 11百万円

計 20百万円

 



（株主資本等変動計算書関係） 

 前事業年度 （自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当する事項はありません。 

 当事業年度 （自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当する事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  （１）減損損失を認識した主な資産 

※５ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

  （１）減損損失を認識した主な資産 

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 事業用資産  工具器具備品 

東京都渋谷区 事業用資産   ソフトウェア 

東京都渋谷区 事業用資産   建設仮勘定 

東京都渋谷区 事業用資産 
 ソフトウェア仮
勘定 

東京都渋谷区 事業用資産  営業権 

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 事業用資産   ソフトウェア 

東京都渋谷区 事業用資産 
 ソフトウェア仮
勘定 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

 メディア事業（広告）の一部事業につきまして、

当初想定していた収益を見込めなくなったため、当

該事業に係る資産グループについて減損損失を認識

しております。  

（２）減損損失の認識に至った経緯 

同左  

（３）減損損失の金額  

工具器具備品      387百万円

ソフトウェア      319百万円

建設仮勘定  7百万円

ソフトウェア仮勘定  0百万円

営業権  0百万円

計      714百万円

（３）減損損失の金額  

ソフトウェア 5百万円

ソフトウェア仮勘定  6百万円

計 12百万円

（４）資産のグルーピングの方法 

 当社は減損会計の適用にあたり、事業単位を基準

とした管理会計上の区分に従って資産グルーピング

を行っております。 

（４）資産のグルーピングの方法 

同左  

（５）回収可能価額の算定方法 

 当社の回収可能価額は使用価値を使用しており、

将来キャッシュ・フローの見積もりによって算定し

ております。 

（５）回収可能価額の算定方法 

当社の回収可能価額は使用価値を使用しており、

将来キャッシュ・フローがマイナスであるため具体

的な割引率の算定は行っておりません。 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 １．借主側  １．借主側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高 
相当額 

  百万円 百万円 百万円 

工具器具備品 181 32 149

ソフトウェア 3 0 2

合計 184 32 151

取得価額 
相当額 

減価償却
累計額相
当額 

期末残高 
相当額 

百万円 百万円 百万円 

工具器具備品 204 64 140

ソフトウェア 3 1 2

合計 207 65 142

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内       33百万円

１年超      119百万円

合計 153百万円

１年内 38百万円

１年超 105百万円

合計 144百万円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料       26百万円

減価償却費相当額       25百万円

支払利息相当額      2百万円

支払リース料 37百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 2百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（５）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  

 ２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース取引には、同一

の条件で関係会社にリースしている取引が含まれて

おります。 

当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料

当期末残高相当額は次のとおりであります。 

 ２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース取引には、同一

の条件で関係会社にリースしている取引が含まれて

おります。 

当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過リース料

当期末残高相当額は次のとおりであります。 

  

（注）上記転貸リースに係る金額は、利息相当額の

合理的な見積額を控除しない方法によってお

ります。 

１年内       5百万円

１年超       17百万円

合計       22百万円

  

（注）上記転貸リースに係る金額は、利息相当額の

合理的な見積額を控除しない方法によってお

ります。 

１年内 3百万円

１年超 5百万円

合計 8百万円



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

当事業年度（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 603 9,158 8,554 

計 603 9,158 8,554 

  （単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 603 3,372 2,769 

計 603 3,372 2,769 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

 （繰延税金資産） 

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳  

 （繰延税金資産） 

営業投資有価証券評価損 97百万円 

未払事業税否認 126百万円 

貸倒引当金繰入限度超過額 93百万円 

固定資産減損損失否認 290百万円 

ソフトウェア償却超過額 56百万円 

投資有価証券評価損 190百万円 

関係会社株式評価損 551百万円 

営業権償却超過額 34百万円 

その他  155百万円 

繰延税金資産 小計 1,598百万円 

評価性引当額  △1,598百万円 

繰延税金資産 合計 －百万円 

営業投資有価証券評価損 143百万円 

未払事業税否認 121百万円 

固定資産減損損失否認 184百万円 

ソフトウェア償却超過額 98百万円 

投資有価証券評価損 273百万円 

関係会社株式評価損 722百万円 

その他  254百万円 

繰延税金資産 小計 1,799百万円 

評価性引当額  △1,799百万円 

繰延税金資産 合計 －百万円 

   

 （繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金  5,712百万円 

計  5,712百万円 

繰延税金負債 合計 5,712百万円 

繰延税金負債の純額 5,712百万円 

 （繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金  463百万円 

計  463百万円 

繰延税金負債 合計 463百万円 

繰延税金負債の純額 463百万円 

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳  

法定実効税率  40.69 ％ 

（調整）     

評価性引当金  14.24 ％ 

法人税・法人事業税等の特別 

控除額 
△1.47 ％  

交際費等の永久差異 1.02 ％ 

連結納税対象会社離脱による影

響額 
△3.23 ％ 

住民税均等割額 0.26 ％ 

その他   0.88 ％ 

税効果会計適用後の法人税等 
の負担率 

52.39 ％ 

     

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳  

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 



（１株当たり情報） 

  

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、下記のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額       39,560円 67銭 30,077円 19銭 

１株当たり当期純利益      2,342円 68銭           3,186円 08銭 

潜在株式調整後 

        １株当たり当期純利益 
   2,324円 45銭         3,181円 08銭 

  

 当社は、平成17年11月18日付で株式

１株につき２株の株式分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前期の１株当た

り情報については、以下のとおりとな

ります。 

  

  

１株当たり純資産額   25,788円 23銭 

１株当たり当期純利益 

        2,295円 26銭 

  

  

         

  

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

       2,262円 95銭 

  

  

  
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

当期純利益          1,541百万円 2,102百万円 

普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 ― 百万円 

普通株式に係る当期純利益          1,541百万円 2,102百万円 

普通株式の期中平均株式数 

期中平均 

発行済株式数 
657,961株

期中平均 

自己株式数 
－株

期中平均株式数  657,961株

期中平均 

発行済株式数 
659,973株

期中平均 

自己株式数 
 －株

期中平均株式数  659,973株

普通株式増加数 

     5,160株 

（うち新株引受権：   75株）

（うち新株予約権：  5,085株）

          1,036株 

（うち新株引受権：   －株）

（うち新株予約権：  1,036株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

普通株式に対する新株予約権 

（新株予約権の数  6,680個） 

普通株式に対する新株予約権 

（新株予約権の数 20,217個） 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

―――――――― 
 １. 自己株式の取得について 

 平成19年11月13日開催の取締役会決議に基づき、会社

法165条第3項の規定により読み替えて適用される同法

156条の規定により、下記のとおり、自己株式を取得し

ました。   

① 自己株式の取得を行う理由   

 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂

行するため、自己株式の取得を行うものでありま

す。  

② 決議の内容   

 (1) 取得する株式の種類   当社普通株式  

 (2) 取得する株式の総数   17,000株（上限） 

  （発行済株式総数に対する割合2.57％）  

 (3) 株式の取得価額の総額  1,000百万円（上限）  

 (4) 自己株式取得の日程 

   平成19年11月14日から平成20年3月31日まで 

③ 実施内容   

 (1) 取得した株式の種類   当社普通株式  

 (2) 取得した株式の総数   13,185株 

 (3) 株式の取得価額の総額  999百万円 

 (4) 取得期間 

平成19年11月14日から平成19年11月15日まで 

 (5) 取得方法  東京証券取引所における市場買付 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

（注）上記のほか、営業投資有価証券としてその他有価証券の株式を39銘柄、2,568百万円計上しております。 

【債券】 

【その他】 

（注）上記のほか、営業投資有価証券としてその他有価証券の株式を１銘柄24百万円計上しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

ジェット証券株式会社 7,100 688 

株式会社アイスタイル 4,000 480 

株式会社プリーバ 2,600 182 

ジェット証券株式会社 

（投資事業組合等出資持分相当額） 
657 63 

株式会社アイメディアドライブ 200 10 

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 200 8 

株式会社ＵＣＯＭ 1,200 8 

デジタル・アドバタイジング・コンソー

シアム株式会社 
183 7 

株式会社フジテレビジョン 18 4 

その他（６銘柄） － 0 

計 － 1,453 

銘柄 額面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有価

証券 

三井住友銀行円建永久劣後債 

（投資事業組合等出資持分相当額） 
77 77 

小計  77 77 

 投資有価証券 
 その他有価

証券 

デプファ銀行 500 418 

小計 500 418 

計 577 496 

種類及び銘柄 投資口数等（千口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他 

有価証券 

ドイチェ・マネープラス 

（投資事業組合等出資持分相当額） 
7 77 

小計 7 77 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

その他（出資証券５銘柄） － 252 

小計 － 252 

計 － 329 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２ 当期増加額のうち、主なものは以下のとおりであります。 

３ 当期減少額のうち、主なものは以下のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注）１ 計上の理由及び金額の算定方法は、重要な会計方針の記載のとおりであります。 

        ２ 貸倒引当金の当期減少額のうち目的外取崩額は、貸倒実績率による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末残

高（百万円） 

有形固定資産               

建物 220 125 15 329 103 33 226 

車両運搬具 12 0 7 5 2 2 3 

工具器具備品 584 390 
65 

(7)
909 513 138 396 

建設仮勘定 － 57 56 0 － － 0 

有形固定資産計 817 572 
144 

(7)
1,245 618 174 626 

無形固定資産               

営業権 64 0 32 31 31 2 － 

ソフトウェア 756 153 
51 

(5)
857 537 172 319 

ソフトウェア仮勘定 28 103 88 43 － － 43 

電話加入権 1 － － 1 － － 1 

その他 5 － － 5 3 0 1 

無形固定資産計 855 256 
173 

(5)
939 573 174 366 

 建物 株式会社シーエーサーチの合併 19百万円 

 工具器具備品 株式会社シーエーサーチの合併  33百万円 

 ソフトウェア 株式会社シーエーサーチの合併 17百万円 

 工具器具備品  株式会社マイクロアドの分割 8百万円 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 218 87 207 10 87 

ポイント引当金 92 159 213 － 38 

計 310 246 420 10 125 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金の種類   

普通預金 8,041 

定期預金 2 

別段預金 37 

その他の預金 － 

預金計 8,081 

合計 8,084 

相手先 金額（百万円） 

株式会社フェリシモ 7 

株式会社バッファロー 6 

東新住建株式会社 3 

株式会社アートハウジング 2 

合計 20 

期日別 金額（百万円） 

平成19年９月満期 4 

平成19年10月満期 3 

平成19年11月満期 9 

平成19年12月満期 3 

合計 20 



ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税額が含まれております。 

ニ 仕掛品 

  

ホ 営業投資有価証券 

相手先 金額（百万円） 

オリックス・クリエイト株式会社 196 

株式会社わかさ生活 169 

エン・ジャパン株式会社 147 

サントリー株式会社 117 

グループエム株式会社 90 

その他 3,974 

合計 4,697 

期首残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ) 

───── 
(Ａ)＋(Ｂ) 

× 100 

(Ａ)＋(Ｄ) 
───── 

２ 
────── 

(Ｂ) 
───── 

365 

3,621 43,495 42,420 4,697   90.0％   34.9日 

相手先 金額（百万円） 

メディア事業（広告） 1 

広告代理事業（自社・提携媒体） 7 

広告代理事業（他社媒体） 11 

広告代理事業（その他） 18 

合計 39 

区分  金額（百万円） 

 株式 1,658 

 投資事業組合等出資持分相当額 934 

合計 2,593 



ヘ 関係会社株式 

② 負債の部 

イ 買掛金 

(3）【その他】 

 該当する事項はありません。 

銘柄 金額（百万円） 

（子会社株式）   

株式会社シーエー・モバイル 1,677 

株式会社ＥＣナビ 886 

株式会社サイバーエージェントＦＸ 810 

株式会社ネットプライス 603 

株式会社ジークレスト 302 

その他 877 

合計 5,158 

相手先 金額（百万円） 

オーバーチュア株式会社 665 

ヤフー株式会社 574 

グーグル株式会社 431 

株式会社シーエー・モバイル 164 

株式会社サイバー・コミュニケーションズ 146 

その他 1,461 

合計 3,443 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電子公告に

よることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL  http://ir.cyberagent.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

(1) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第９期） 

自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日 

  

  

平成18年12月25日 

関東財務局長に提出 

 
         

(2) 

  

半期報告書 事業年度 

（第10期中） 

自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日 

  平成19年６月29日 

関東財務局長に提出 

 
         

(3) 

  

自己株券買付状況報告書 報告期間 

  

自 平成19年11月14日 

至 平成19年11月30日 

  平成19年12月14日 

関東財務局長に提出 

 
         

(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第

12号および第19号（財政状態及び経営成績に著しい

影響を与える事象の発生）の規定に基づくもの 

  平成19年12月26日 

関東財務局長に提出 

         



  独立監査人の監査報告書  

    平成18年12月20日 

株式会社サイバーエージェント     

取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サイバーエージェントの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社サイバーエージェント及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、従来から会社は、連結子会社が運営する投資事業組合等は子会社・関連会社として

取扱わず、当該投資事業組合等への出資金に係る会計処理は、組合の連結会計年度に係る財務諸表に基づいて、組合

の資産、負債及び収益、費用を連結会社の持分割合に応じて計上していたが、当連結会計年度より、「投資事業組合

に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第20号 平

成18年９月８日）を適用し、２組合を連結子会社とし、１組合を関連会社（持分法非適用）としている。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    平成19年12月20日 

株式会社サイバーエージェント     

取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サイバーエージェントの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。   

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社サイバーエージェント及び連結子会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年11月13日開催の取締役会決議に基づき自己株式を取得している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    平成18年12月20日 

株式会社サイバーエージェント     

取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社サイバーエージェントの平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サイバーエージェントの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が適用されることとなったため、同会計基準及び同適用指針を

適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    平成19年12月20日 

株式会社サイバーエージェント     

取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社サイバーエージェントの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第１０期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

サイバーエージェントの平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成19年11月13日開催の取締役会決議に基づき自己株式を取得している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が

別途保管しております。 
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